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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1）連結経営指標等             

売上高 （百万円） 23,759 25,844 29,533 32,363 32,930 

経常利益 （百万円） 3,595 4,138 5,412 6,846 5,750 

当期純利益 （百万円） 1,959 2,956 3,309 4,106 3,585 

純資産額 （百万円） 47,384 51,173 55,412 65,204 67,330 

総資産額 （百万円） 54,194 58,821 64,319 78,203 78,887 

１株当たり純資産額 （円） 993.67 1,063.80 1,145.32 1,335.89 1,355.31 

１株当たり当期純利益 （円） 39.53 59.81 68.69 84.60 73.15 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － 59.56 68.40 84.10 72.83 

自己資本比率 （％） 87.4 87.0 86.2 83.4 85.3 

自己資本利益率 （％） 4.1 5.8 6.0 6.8 5.4 

株価収益率 （倍） 18.0 24.1 19.7 26.7 30.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 5,363 1,976 3,173 4,912 2,668 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △460 △862 △1,047 △1,538 △9,697 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △664 △359 △685 △977 △806 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
（百万円） 11,925 12,515 14,242 16,405 9,550 

従業員数 （人） 1,989 1,829 1,768 1,710 1,884 

 



 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から提出会社の業務は連結子会社へ委託しており、従業員は委託を受けた連結子会社に在籍

しております。 

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高 （百万円） 15,262 16,372 19,150 20,935 21,239 

経常利益 （百万円） 2,836 3,121 4,178 5,160 4,898 

当期純利益 （百万円） 1,462 2,111 2,501 3,070 2,999 

資本金 （百万円） 8,443 8,443 8,443 8,443 8,443 

発行済株式総数 （千株） 50,568 50,568 50,568 50,568 50,568 

純資産額 （百万円） 39,573 44,233 46,871 54,621 55,260 

総資産額 （百万円） 43,996 50,161 53,979 65,648 64,889 

１株当たり純資産額 （円） 829.85 919.44 968.40 1,118.63 1,112.35 

１株当たり配当額 

（内１株当たり 

中間配当額） 

（円） 
13.50 

(6.75) 

20.00 

(10.00) 

25.00 

(10.00) 

35.00 

(15.00) 

20.00 

(20.00) 

１株当たり当期純利益 （円） 29.65 42.69 51.89 63.24 61.17 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― 42.51 51.67 62.87 60.90 

自己資本比率 （％） 90.0 88.2 86.8 83.2 85.2 

自己資本利益率 （％） 3.7 4.8 5.3 6.1 5.5 

株価収益率 （倍） 24.0 33.7 26.1 35.7 36.9 

配当性向 （％） 45.5 46.8 48.2 55.3 32.7 

従業員数 （人） 0 0 8 7 7 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和９年１月 奈良県高市郡金橋村（現．橿原市）に東洋鋼球製作所として創業、鋼球の生産販売開始。 

昭和11年６月 奈良県北葛城郡磐城村（現．葛城市）に工場を移転、合名会社東洋鋼球製作所を設立。 

昭和14年１月 東洋鋼球製造株式会社に改組。本社を大阪市南区に設置。 

昭和17年１月 本社を大阪市北区に移転。 

昭和25年３月 東京営業所（東京都）を開設（現．東京事務所）。 

昭和29年８月 椿本鋼球製造株式会社に商号変更。 

昭和32年８月 本社を奈良県北葛城郡當麻町（現．葛城市）に移転、大阪営業所を開設（現在は本社に統合）。 

昭和34年３月 大阪地区店頭に株式公開。 

昭和34年９月 名古屋営業所（愛知県）を開設（現．名古屋事務所）。 

昭和34年10月 ボールねじの生産販売開始。 

昭和36年10月 大阪証券取引所市場第２部に株式上場。 

昭和36年12月 東京証券取引所市場第２部に株式上場。 

昭和42年６月 本社を大阪市北区に移転。 

昭和43年６月 株式会社椿本精工に商号変更。 

昭和44年３月 椿鋼球株式会社の株式を取得（現．連結子会社）。 

昭和44年８月 奈良県大和郡山市にボールねじ専門工場として郡山工場を設置。 

昭和55年11月 EDR（欧州預託証券）を発行、ルクセンブルグ証券取引所に上場（昭和58年３月廃止）。 

昭和59年５月 スイス・フラン建転換社債発行。 

昭和60年３月 スイス・フラン建転換社債発行。 

昭和60年３月 ドイツ・マルク建転換社債発行。 

昭和61年１月 椿鋼球株式会社の全株式を取得。 

昭和63年３月 東京証券取引所市場第１部、大阪証券取引所市場第１部に株式上場。 

平成元年３月 株式会社中島製作所と資本及び業務の提携。 

平成２年４月 アメリカのHOOVER GROUP，INC.を買収し、HOOVER PRECISION PRODUCTS，INC.を設立（現．連結

子会社）。 

平成２年11月 株式会社中島製作所の株式を追加取得し、当社の子会社化。 

平成７年５月 株式会社中島製作所との合併契約を締結（合併期日平成８年４月１日）。 

平成７年６月 メキシコのBALEROS MEXICANOS SA de CV.（現．TSUBAKI－HOOVER MEXICO, S.A. DE C.V.）を買

収（現．連結子会社）。 

平成７年８月 本社を兵庫県尼崎市に移転。 

平成８年４月 株式会社中島製作所と合併し、商号を株式会社ツバキ・ナカシマに変更。 

平成11年１月 ハンガリーのDAEWOO MGM RTより鋼球製造部門を買収し、HPP MANUFACTURING HUNGARY KFT.

（現．TSUBAKI－HOOVER HUNGARY LTD.）を設立（現．連結子会社）。 

平成12年８月 本社を奈良県北葛城郡當麻町（現．葛城市）に移転。 

平成14年２月 中国江蘇省に椿中島機械（太倉）有限公司を設立（現．連結子会社）。 

平成14年８月 株式会社管理事業、株式会社鋼球事業、株式会社ボールネジ、株式会社ボールウェイ及び株式会

社送風機事業を設立し全従業員が転籍（現．連結子会社）。 

平成15年２月 ポーランドのZaklad Elementow Tocznych Krasnik Sp.Zo.ｏ.（現．TSUBAKI－HOOVER POLSKA  

Sp.Zo.ｏ.）を買収（現．連結子会社）。 

平成18年３月 中国の重慶鋼球有限責任公司（現. 椿中島機械（重慶）有限公司）を買収（現．連結子会社）。 

平成19年５月 ＴＮＮインベストメント株式会社の完全子会社となる株式交換により東京証券取引所、大阪証券

取引所上場廃止。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、親会社３社、子会社21社及び関連会社１社で構成されております。 

その事業は、鋼球、精機部品、送風機及び機械の製造販売を主な内容とし、その他賃貸事業を展開しております。当

社グループが営んでいる主な事業内容と各関係会社等の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関

連は次のとおりであります。 

(1）鋼球事業 （国内） 当社は、椿鋼球㈱及び㈱西川精工に自転車用・特殊機械用鋼球の製造を委託

するため、原材料等の支給を行っております。椿鋼球㈱で加工された製品は

すべて当社に納入され、当社が販売しております。 

  （海外） 当社製品の一部は、海外子会社へ輸出され、現地販売を行っております。ま

た、海外子会社の製品の一部については、当社が輸入販売を行っておりま

す。 

(2）精機事業 （国内） 直動案内機器を製造販売しております。 

  （海外） HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC.は、当社製品の一部を輸入販売しておりま

す。 

(3）送風機及び機械事業 （国内） 送風機・一般産業機械を製造販売しております。 

(4）賃貸事業他 （国内） 不動産の賃貸・投資管理他を行っております。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
（百万円） 

主要な事業 
の内容 

議決権に 
対する 
所有 

〔被所有〕 
割合 
（％） 

関係内容 

役員の
兼務等 

貸付金 
(百万円)

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

（親会社）                 

野村ホールディングス

㈱ 
東京都千代田区 182,799 持株会社  (〔97.27〕) － － － － 

野村プリンシパル・フ

ァイナンス㈱ 
東京都千代田区 8,935 投資会社 (〔97.27〕) － － － － 

ＴＮＮインベストメン

ト㈱ 
東京都千代田区 14,259 投資会社   〔97.27〕 － － － － 

（連結子会社）                 

TBK HOLDINGS, INC. 
米国 

デラウェア州 

USドル 

1,654 
投資管理 100 

兼任 

２名 
－ － － 

HOOVER PRECISION 

PRODUCTS, INC. 

米国 

デラウェア州 

USドル 

1,000 
鋼球の製造販売 (100)※１ － － 

当社仕入製品の

購入先及び当社

製品の販売先 

－ 

HOOVER PRECISION 

PRODUCTS, LLC. 

米国 

ミシガン州 

USドル 

41,307,261 

知的財産管理 

鋼球の製造販売 
(100)※２ － － 

当社仕入製品の

購入先及び当社

製品の販売先 

－ 

HPP HOLDINGS, INC. 
米国 

デラウェア州 

USドル 

1,000 
投資管理 (100)※３ 

兼任 

１名 
－ － － 

BALEROS MEXICANOS, 

S.A. DE C.V. 

メキシコ 

プエブラ州 

ペソ 

169,594,822.55 
投資管理 (100)※４ － － － － 

BALMEX OPERACIONES, 

S.A. DE C.V. 

メキシコ 

プエブラ州 

ペソ 

50,000 
従業員派遣 (100)※５ － － － － 

TSUBAKI HOOVER 

MEXICO, S.A. DE C.V. 

メキシコ 

プエブラ州 

ペソ 

169,494,824.55 
鋼球の製造販売 (100)※６ － － 

当社仕入製品の

購入先及び当社

製品の販売先 

－ 

TSUBAKI-HOOVER 

HUNGARY LTD. 

ハンガリー 

デブレセン市 

千フォリント 

5,441,300 
鋼球の製造販売 (100)※７ 

兼任 

１名 
－ 

当社製品の 

販売先 
－ 

TSUBAKI-HOOVER 

POLSKA Sp.Zo.o. 

ポーランド 

クラシュニック市 

ズロチ 

73,729,000 
鋼球の製造販売 (100)※７ － － 

当社製品の 

販売先 
－ 

椿中島機械（太倉） 

有限公司 

中国 

江蘇省 

人民元 

50,000,000 
鋼球の製造販売 (100)※７ 

兼任 

３名 
－ 

当社仕入製品の

購入先及び当社

製品の販売先 

－ 

椿中島機械（重慶） 

有限公司  

中国 

重慶市 

 人民元 

65,000,000 
鋼球の製造販売 (100)※７ 

兼任  

２名 
－ 

当社仕入製品の

購入先及び当社

製品の販売先  

－ 

㈱管理事業 奈良県葛城市 10 各種請負業務 100 
兼任 

５名 
150 

当社への業務

請負 

設備全般 

の賃貸 

㈱鋼球事業 奈良県葛城市 10 各種請負業務 100 
兼任 

４名 
250 

当社への 

業務請負 

設備全般 

の賃貸 

㈱ボールネジ 奈良県葛城市 10 各種請負業務 100 
兼任 

４名 
200 

当社への 

業務請負 

設備全般 

の賃貸 

㈱ボールウェイ 奈良県葛城市 10 各種請負業務 100 
兼任 

４名 
50 

当社への 

業務請負 

設備全般 

の賃貸 

㈱送風機事業 奈良県葛城市 10 各種請負業務 100 
兼任 

４名 
50 

当社への 

業務請負 

設備全般 

の賃貸 

椿鋼球㈱ 奈良県葛城市 80 鋼球の製造販売 100 
兼任 

２名 
－ 

当社仕入製品

の購入先 

土地、事務

所の賃貸 

椿興産㈱ 奈良県葛城市 20 保険代理業務 100 
兼任 

３名 
－ 

当社に対する

保険事務代行 

事務所の 

賃貸 

㈲フーバー・ 

テクノサービス 
奈良県葛城市 9 

投資運用及び 

業務支援 
100 

兼任 

１名 
－ 

当社への 

業務支援 
－ 

㈲フーバー・ 

パーソナル 
奈良県葛城市 12 

投資運用及び 

業務支援 
100 

兼任 

１名 
－ 

当社への 

業務支援 
－ 

㈲フーバー・サービス 奈良県葛城市 9 
投資運用及び 

業務支援 
100 

兼任 

１名 
－ 

当社への 

業務支援 
－ 

 



 （注）１ TBK HOLDINGS,INC.、TSUBAKI－HOOVER POLSKA Sp.Zo.ｏ.及び椿鋼球㈱は特定子会社に該当しております。 

２ HOOVER PRECISION PRODUCTS,LLC.は、パートナーシップであり、このパートナーシップのパートナーは、

TBK HOLDINGS,INC.とHPP HOLDINGS,INC.であります。 

３ 子会社の議決権に対する所有〔被所有〕割合欄の（ ）内は、間接所有割合を示しており、その所有会社は

次のとおりであります。 

※１ TBK HOLDINGS,INC. 100％ 

※２ TBK HOLDINGS,INC. 70％、HPP HOLDINGS,INC. 30％ 

※３ HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC. 100％ 

※４ HPP HOLDINGS,INC. 99％、HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC. １％ 

※５ BALEROS MEXICANOS SA de CV 99％、HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC. １％ 

※６ BALEROS MEXICANOS SA de CV 99％、BALMEX OPERACIONES SA de CV １％ 

※７ HPP HOLDINGS,INC. 100％ 

４ HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC.は、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えており、その「主要な

損益情報等」は次のとおりであります。 

５ 野村ホールディングス㈱、野村プリンシパル・ファイナンス㈱及びＴＮＮインベストメント㈱は当連結会計

年度において、新たに親会社になった会社であります。 

    ６ 野村ホールディングス㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

     ７ 親会社の議決権に対する所有〔被所有〕割合欄の（ ）内は、間接所有割合を示しております。 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
（百万円） 

主要な事業 
の内容 

議決権に 
対する 
所有 

〔被所有〕 
割合 

（％） 

関係内容 

役員の
兼務等 

貸付金 
(百万円)

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

（持分法適用関連会社）                 

㈱西川精工 奈良県御所市 10 鋼球の製造販売 33.4 
兼任 

２名 
－ 

当社仕入製品の

購入先及び仕入

製品の販売先 

－ 

会社名 
売上高 

（百万円） 
経常損失 
（百万円） 

当期純損失 
（百万円） 

純資産額 
（百万円） 

総資産額 
（百万円） 

HOOVER PRECISION PRODUCTS, INC. 5,123 △664 △792 541 7,857 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３ 臨時従業員数については、従業員の10％に満たないため記載を省略しております。 

    ４ 前連結会計年度末に比べ従業員数が174名増加していますが、この増加の大部分は当連結会計年度より椿中

島機械（重慶）有限公司を連結の範囲に含めたことによるものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 提出会社の業務を委託している連結子会社の従業員数（人）は次のとおりであります。 

㈱管理事業140、㈱鋼球事業212、㈱ボールネジ161、㈱ボールウェイ22、㈱送風機事業21、５社合計556 

(3）労働組合の状況 

 提出会社及び国内連結子会社には、労働組合はありません。なお、一部海外連結子会社には労働組合があり、平

成19年３月末の組合員は392名です。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

鋼球事業 1,611 

精機事業 192 

送風機及び機械事業 58 

賃貸事業他 1 

全社（共通） 22 

合計 1,884 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

7 43.4 2.1 5,598 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績が好調に推移するなかで設備投資が増加し、雇用情勢の改善に

よる個人消費の増加に支えられ景気は堅調に推移しました。海外におきましては、米国、欧州とも景気拡大が続

き、中国が高成長を維持するなど総じて堅調に推移しました。 

このような状況のもと当社グループは、高付加価値製品の開発、拡販をすすめ、更なる収益力の向上に努めると

ともに、海外拠点と連携をとり生産性の向上、品質の改善を進め信頼の高い製品を提供して参りました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は329億３千万円（対前年同期比1.8%増）となりました。しかしながら、製品

構成の変化や原価に対する原材料価格の値上りの影響が時間差で出てきた事により、営業利益は53億２千１百万

円（同17.1%減）、経常利益は57億５千万円（同16.0%減）、当期純利益は35億８千５百万円（同12.7%減）となり

ました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

○鋼球事業 

 日本では自動車産業の好調によりベアリング用鋼球等の関連需要は好調であり、その他は製品構成の変化はみ

られるもののセラミック球、ガラスボールレンズも順調に増加しました。一方、海外では米国の自動車産業の低

迷はあるものの、医療用等の特殊品は好調を持続しました。また中国も、家電向け自動車関連向けが順調に推移

しました。 

これらの結果、鋼球事業の売上高は241億２千１百万円（同0.0%減）となり、製品構成の変化や原価に対する原材

料価格の値上りの影響が時間差で出てきた事等により営業利益は33億８千５百万万円（同26.6%減）となりまし

た。 

○精機事業 

 工作機械及び射出成形機等、設備投資関連のボールねじの需要は好調を持続しております。この結果、売上高

は69億３百万円（同4.3%増）となっておりますが、現在は順調に稼動しているものの設備増強の課程において一

時生産効率に変化が見られた為、営業利益は17億５千９百万円（同0.1%増）となりました。 

○送風機及び機械事業 

 送風機業界は鉄鋼メーカー向けの需要が大幅に増加したこと等により、売上高は12億３百万円（同30.3%増）、

営業利益は３億２千８百万円（同54.7%増）となりました。 

○賃貸事業他 

 賃貸事業その他については、テナント賃料は上昇傾向にあり管理体制の再編を行った結果、売上高は７億１百

万円（同1.8％増）となっており、営業利益は４億９千８百万円（同24.2%増）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

○本国 

 鋼球事業部門は自動車産業の好調によりベアリング用鋼球等の関連需要は好調であり、その他は製品構成の変

化はみられるもののセラミック球、ガラスボールレンズも順調に増加致しました。 

精機事業部門は工作機械及び射出成形機等、設備投資関連のボールねじの需要は好調を持続しているものの、設

備増強の課程において一時生産効率に変化が見られました。 

この結果、売上高は198億４千７百万円(同0.0％減)となり、営業利益は57億３千５百万円(同4.8％減)となりまし

た。 

○北中米 

 北中米においては、医療用等の特殊品は好調を持続したものの、米国自動車産業の低迷や汎用品製造業の弱体

化がありました。この結果、売上高は76億２千２百万円(同12.0％減)となり、営業利益は３億円(同66.7％減)と

なりました。 

○欧州 

 欧州においては、自動車メーカーの部品供給が欧米からアジアへ急速に推移しており、プラスチック球の販

売、ニードルローラーの増産等拡販に努力しました結果、売上高は37億３千８百万円（同7.7％増）となりました

が、営業損失は１億７千９百万円（－）となりました。 

○その他 

 その他においては、中国の家電向け自動車向けが順調に推移し、ベアリングメーカーのアジア新興国への生産

集中が急速に進んでおり売上高は17億２千２百万万円（同353.0％増）営業利益は１億８千１百万円（同289.7％

増）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、95億５千万円

と前連結会計年度末と比べ68億５千４百万円の減少となりました。当連結会計年度の各活動におけるキ

ャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ22億４千３百万円減少し26億６千８百万円となりま

した。これは主に、税金等調整前中間純利益が56億７千７百万円と前年同期に比べ11億４千７百万円の

減少となったことや売上債権の増加が11億４千７百万円と前年同期に比べ８億８千９百万円の増加とな

ったことや法人税等の支払が29億６千万円と前年同期に比べ４億５千４百万円の増加となったこと等に

よるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ81億５千９百万円増加し96億９千７百万円となりま

した。これは主に、３ヶ月超定期預金設定による支出が75億７百万円あったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ１億７千万円減少し８億６百万円となりました。こ

れは主に、配当金の支払額が５億２百万円増加したものの自己株式の売却による収入が６億９千万円増

加したこと等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額は平均販売価格で表示しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額は平均仕入価格で表示しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

鋼球事業 23,613 94.2 

精機事業 6,840 105.4 

送風機及び機械事業 1,198 131.0 

合計 31,652 97.4 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

鋼球事業 1,152 150.2 

精機事業 68 97.6 

合計 1,220 145.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

鋼球事業 25,220 108.2 2,265 208.1 

精機事業 6,850 104.5 2,465 97.9 

送風機及び機械事業 1,344 143.5 1,702 109.0 

合計 33,415 108.5 6,433 124.5 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

鋼球事業 24,121 100.0 

精機事業 6,903 104.3 

送風機及び機械事業 1,203 130.3 

賃貸事業他 701 101.8 

合計 32,930 101.8 



３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、国内の自動車関連や設備投資関連は引続き堅調に推移すると予想されますが、自動

車メーカーの部品供給がアジアへと移る中、ベアリングメーカーのアジア新興国への生産集中が急速に進んでおり、

当社の海外生産・販売体制の抜本的な組織改革を含めた再編が急務であります。また、リスクのある新規成長分野へ

の投資強化も実行し更なる成長戦略を進めていく所存であります。そのような状況の下、当社ではＭＥＢＯを選択し

経営陣、従業員が一丸となって自律的経営と機動的事業展開を行い企業価値の向上に努めて行きたいと考えておりま

す。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因については以下のものがあり

ます。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありま

す。 

(1）景気変動 

 当社グループの売上高は、各国の景気の変動即ち好況時と不況時により大きく左右され、売上高の増減は損益に

も影響を与え、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）需要業界の動向 

 当社グループの売上高の大半はベアリング業界及び工作機械業界に依存しております。従って、ベアリング業界

又は工作機械業界に急激な需要変動があった場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）海外売上高及び為替レートの変動 

 当社グループの連結売上高に占める海外売上高の構成比率は、40％以上あり海外における受注動向により売上高

に変動のあった場合、又為替レートに大幅な変動があった場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(4）製品の品質 

 当社グループは、顧客の求める品質を確保し継続的に適正な製品を納入し、さらなる品質向上に努めておりま

す。若し、重大な品質上の事故が発生した場合は、影響を及ぼす可能性がありますが、品質保証部署により、事前

に社外への流出の防止に努力しております。 

(5）災害の発生 

 当社グループの生産拠点が、地震・風水害・火災により災害が発生した場合は、事業所毎に自衛団を組織して、

被害を 小限にとどめるべく努力を致しますが、被害状況により、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(6）保有有価証券の価格変動について 

 当社グループが保有する投資有価証券は、期末の終値を基準として連結貸借対照表に計上されております。 

 従って、保有有価証券の著しい価格変動等があった場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）請負契約 

(2）設備賃貸借契約 

委託会社 受託会社 契約内容 契約期間 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱管理事業 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱管理事業）に以下の業務

を委託する。 

・事業計画の統括・総務・経理等の各種業務 

・設備の新設・保全業務 

・製品（鋼球）の販売業務 

・子会社㈱鋼球事業の技術・生産管理・諸資材の

購入 

・不動産の賃貸業務 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱鋼球事業 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱鋼球事業）に以下の業務

を委託する。 

・鋼球の製造業務 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱ボールネジ 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱ボールネジ）に以下の業

務を委託する。 

・精密送りねじ等の製造・販売業務 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱ボールウェイ 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱ボールウェイ）に以下の

業務を委託する。 

・精密直動案内等の製造・販売業務 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱送風機事業 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱送風機事業）に以下の業

務を委託する。 

・送風機・一般産業機械の製造・販売業務 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

賃貸会社 賃借会社 契約内容 契約期間 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱管理事業 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱管理事業）が請負契約に

よる受託業務の履行にあたって必要となる当社所

有の土地・建物・生産設備・電子計算、計測機

器・福利厚生施設等を賃貸する。 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱鋼球事業 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱鋼球事業）が請負契約に

よる受託業務の履行にあたって必要となる当社所

有の土地・建物・生産設備・福利厚生施設等を賃

貸する。 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱ボールネジ 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱ボールネジ）が請負契約

による受託業務の履行にあたって必要となる当社

所有の土地・建物・生産設備・福利厚生施設等を

賃貸する。 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱ボールウェイ 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱ボールウェイ）が請負契

約による受託業務の履行にあたって必要となる当

社所有の土地・建物・生産設備・福利厚生施設等

を賃貸する。 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 

㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 

㈱送風機事業 

（連結子会社） 

当社は、連結子会社（㈱送風機事業）が請負契約

による受託業務の履行にあたって必要となる当社

所有の土地・建物・生産設備・福利厚生施設等を

賃貸する。 

平成14年８月16日から 

平成19年８月15日まで 



  (3）株式交換契約 

     当社は、短期的な業績変動にとらわれず、激変する経営環境に対し機敏に対応し、安定的かつ持続的に企

業価値を向上しうる企業体質を構築するために、当社の経営方針を理解し中長期的に支援することを期待で

きる野村プリンシパル・ファイナンス㈱びＴＮＮインベストメント㈱を中核的安定株主として、経営陣及び

従業員が一体となって、事業運営に当たっていくことが望ましいと判断し、ＴＮＮインベストメント㈱を完

全親会社、当社を完全子会社とする本株式交換を行うことといたしました。 

    ①株式交換の日程 

     平成19年３月30日     株式交換契約承認取締役会決議（両社） 

     平成19年３月30日     株式交換契約締結（両社） 

     平成19年４月19日     臨時株主総会（当社）  

     平成19年４月20日     整理ポスト割当（当社） 

     平成19年５月17日     上場廃止日（当社） 

     平成19年５月23日     株券提出期間満了日（当社） 

     平成19年５月23日     株式交換効力発生日 

    ②株式交換比率 

    ③株式交換比率算定根拠 

      当社及びＴＮＮインベストメント㈱は、上記の株式交換比率の交渉及び協議を行うに先立ち、公正性・妥当

性を確保するため、当社は独自の第三者評価機関であるアメリカン・アプレーザル・ジャパン株式会社（以下

「アメリカン・アプレーザル」といいます。）に、ＴＮＮインベストメント㈱は独自の第三者評価機関である

株式会社ＫＰＭＧ ＦＡＳ（以下「ＫＰＭＧ」といいます。）に、それぞれ本株式交換に係る株式交換比率の

算定を依頼しました。 

      アメリカン・アプレーザルは、上記依頼に基づき、採用すべき企業評価方法について多面的な検討を重ねた

結果、当社についてはキャッシュフロー割引法、類似取引比準法、類似会社比準法による分析結果、平成19年

１月23日から平成19年２月21日にかけて行われたＴＮＮインベストメント㈱による当社株式の公開買付け（以

下「本公開買付け」といいます。）における公開買付価格、更に本公開買付けの完了後、当社の株価に影響を

及ぼすような重要な事象は発生していないこと等を総合的に勘案して株式価値を算定致しました。一方ＴＮＮ

インベストメント㈱については、同社の設立目的、払込資本の額等を総合的に勘案して株式価値を算定し、上

記算定の結果を基に、株式交換比率を算定いたしました。 

      ＫＰＭＧは、上記依頼に基づき、採用すべき企業評価方法について多面的な検討を重ねた結果、当社につい

ては割引キャッシュフロー法、ＴＯＢプレミアムを考慮した株式市価法等による分析結果を総合的に勘案して

株式価値のレンジを算定し、ＴＮＮインベストメント㈱についてはその設立目的に鑑み修正純資産法による分

析により株式価値のレンジを算定し、上記算定の結果を基に、株式交換比率のレンジを算定いたしました。 

      これを受けて、当社及びＴＮＮインベストメント㈱は、上記アメリカン・アプレーザル及びＫＰＭＧの算定

結果、本公開買付けの公開買付価格、本公開買付に対する応募状況並びに両社の財務状況に加え、本株式交換

により当社がＴＮＮインベストメント㈱の完全子会社となることにより生じるシナジー等についても総合的に

勘案し、協議・検討した上で、当社の株式価値を１株あたり2,100円、ＴＮＮインベストメント㈱の株式価値

を１株あたり2,376,250,000円と評価し、本株式交換比率を、上記②「株式交換比率」のとおりとすることに

合意いたしました。なお、かかる株式交換比率は、上記アメリカン・アプレーザル及びＫＰＭＧの算定結果に

整合するものであります。 

会社名 
㈱ツバキ・ナカシマ 

（当社） 
（完全子会社） 

ＴＮＮインベストメント㈱ 
（完全親会社） 

 交換比率 1 0.0000008838 



    ④株式交換後完全親会社となる会社の概要 

  

  (4) 合併契約 

     当社は、短期的な業績変動にとらわれず、激変する経営環境に対し機敏に対応し、安定的かつ持続的に

企業価値を向上しうる企業体質を構築するために、ＴＮＮインベストメント㈱を吸収合併存続会社、当社

を吸収合併消滅会社とする合併契約を締結いたしました。 

 詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。  

 (1) 商号  ＴＮＮインベストメント株式会社（完全親会社） 

 (2) 事業内容  投資業務、経営及び財務に関するコンサルティング業務等 

 (3) 設立年月日  平成19年１月５日 

 (4) 本店所在地  東京都千代田区大手町二丁目２番２号 

 (5) 代表者の役職・氏名  代表取締役 丸山 明 

 (6) 資本金 
 14,259百万円 

 （平成19年３月３１日現在） 

 (7) 発行済株式数 

 発行済株式の総数15株 

 各種株式の数 

 普通株式12株 

 優先株式３株 

 （平成19年３月31日現在） 

 (8) 純資産 
 27,704百万円 

 （平成19年３月31日現在） 

 (9) 総資産 
 102,790百万円 

 （平成19年３月31日現在） 

 (10) 決算期  ３月31日 

 (11) 従業員数  なし 

 (12) 主要取引先  なし 

 (13) 大株主及び持株比率 
 野村プリンシパル・ファイナンス㈱  100.00％ 

 （平成19年３月31日現在における総株主の議決権の数に対する所有割合） 

 (14) 主要取引銀行  野村信託銀行㈱、野村キャピタル・インベストメント㈱ 

 (15) 当事会社の関係等 

 ①資本関係 

 当社の総株主の議決権の97.27%をＴ

ＮＮインベストメント㈱により保有

されております。 

 ②人的関係  該当事項はありません。 

 ③取引関係  該当事項はありません。  

 ④関連当事者への該当状況 

 ＴＮＮインベストメント㈱は、公開

買付けにより48,294,608株の当社株

式を取得し、当社の議決権の50％超

を所有することとなったため、平成

19年２月21日より当社の親会社に該

当しております。  



６【研究開発活動】 

 当社グループは、精密球体、直動軸受システム、送風機の専門メーカーとして、ユーザーの多様化する

ニーズに適応した製品を供給するため、各事業部において研究開発に取り組んでおり、それぞれの事業の

中心となる製品についての研究開発を進めております。 

 現在の研究開発は当社の技術部において、鋼球事業及び精機事業を中心に推進しております。研究開発

にたずさわるスタッフは21名で当連結会計年度の研究開発費は74百万円となっております。 

 各事業部の研究の目的は、主要な課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりです。 

 なお、当連結会計年度は送風機及び機械事業並びに賃貸事業においては、研究開発活動を行っておりま

せん。 

   (1) 鋼球事業 

 当事業においては、ボールの精度の向上が極限迄要求されております。ボール品質の中でユーザーが

どの特性を重視しているかを調査し、これらの需要にいち早く応えるため超高精度のボールを安定して

生産する加工技術の確立に向けての研究開発並びに光学・通信用ガラスボールレンズの加工技術開発を

行っております。当連結会計年度の研究開発費は39百万円となっており、一部のサイズについては生産

技術及び加工方法を確立し需要に応えることができました。 

   (2) 精機事業 

 当事業においては、油圧制御から電動化へ移行しつつある市場ニーズの変化に応えるため高負荷対応

の商品開発をより安価で経済性に優れた加工方法で製品化する研究を進めており、当連結会計年度の研

究開発費は34百万円となりました。また、基礎研究としては大学研究室との産学共同研究にて直動軸受

の寿命やボールの転がりの挙動摩擦についての研究を行い、製品の品質改善等の基礎データとして活用

致しております。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態 

① 資産 

 資産合計は788億８千７百万円（前連結会計年度末比６億８千４百万円増）となりました。 

流動資産の増加（前連結会計年度末比27億８千２百万円増）は主に現金及び預金、受取手形及び売掛金、有価証

券、たな卸資産の増加によるものであります。 

 固定資産の減少（前連結会計年度末比20億９千８百万円減）は投資有価証券の時価評価（全部純資産直入法）

による減少が主な要因であります。 

② 負債 

 負債合計は115億５千７百万円（前連結会計年度末比14億４千１百万円減）となりました。これは流動負債の

部の未払法人税等が減少した事や、固定負債の部の繰延税金負債がその他有価証券評価差額金の減少に伴い減少

した事が主な要因であります。 

③ 純資産 

 純資産合計は673億３千万円（前連結会計年度末比21億２千５百万円増）となりました。これはその他有価証

券評価差額金は減少したものの、当期純利益による利益剰余金の増加や自己株式の減少によるものであります。

④ キャッシュ・フローに関する分析 

 「１業績等の概要、(2）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

(2）経営成績 

 「１業績等の概要、(1）業績」をご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、鋼球事業を中心に総額1,686百万円の設備投資を行いました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 上記の金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 提出会社の業務は連結子会社へ委託しており、従業員は委託を受けた連結子会社に在籍しております。 

(2）国内子会社 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物 
及び構築物

機械装置 
及び運搬具

土地 
工具器具 
備品 

合計 
面積(㎡) 金額 

本社及び鋼球事業所 

（奈良県葛城市） 

鋼球及び全社

（共通） 

鋼球 

生産設備 
725 1,453 51,929.16 288 54 2,521 2 

精機事業所 

（奈良県大和郡山市） 
精機 

精機部品 

生産設備 
261 1,025 23,396.87 101 27 1,416 － 

送風機事業所 

（長崎県佐世保市） 

送風機及び機

械 

精機 

送風機及び機械 

精機部品 

生産設備 

303 260 75,982.76 442 30 1,038 5 

本町賃貸設備 

（大阪市中央区） 
賃貸 賃貸設備 775 － 445.21 420 1 1,196 － 

新宿賃貸設備 

（東京都新宿区） 
賃貸 賃貸設備 375 － 479.87 423 0 799 － 

曽根崎駐車場設備 

（大阪市北区） 
賃貸 賃貸設備 78 87 729.15 857 0 1,024 － 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物 
及び構築物

機械装置 
及び運搬具

土地 
工具器具 
備品 

合計 
面積(㎡) 金額 

椿鋼球㈱ 

勝間田工場 

（岡山県勝田郡

勝央町） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
243 273 3,034.00 5 10 533 71 



(3）在外子会社 

 （注） 上記の金額には消費税等は含んでおりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末における、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの

名称 

設備の 
内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具

土地 
工具器具 
備品 

合計 
面積(㎡) 金額 

HOOVER  

PRECISION 

PRODUCTS, 

INC. 

カミング工場 

（米国 

ジョージア州） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
308 454 182,111.00 265 － 1,028 108 

H00VER  

PRECISION 

PRODUCTS, 

INC. 

アーウィン工場 

（米国 

テネシー州） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
12 155 89,632.00 41 － 209 63 

HOOVER  

PRECISION 

PRODUCTS, 

LLC. 

スーセット 

マリー工場 

（米国 

ミシガン州） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
124 249 24,281.00 1 － 375 44 

TSUBAKI  

HOOVER 

MEXICO, 

S.A. DE  

C.V. 

本社 

（メキシコ 

プエブラ州） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
521 646 112,624.50 169 6 1,345 67 

TSUBAKI- 

HOOVER 

HUNGARY  

LTD. 

本社 

（ハンガリー 

デブレセン市） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
549 696 62,269.00 55 4 1,306 139 

TSUBAKI- 

HOOVER 

POLSKA  

Sp.Zo.o. 

本社 

（ポーランド 

クラシュニッ

ク） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
456 655 139,608.00 48 84 1,245 446 

椿中島機械

（太倉） 

有限公司 

本社 

（中国 江蘇

省） 

鋼球 
鋼球 

生産設備 
373 225 － － 14 613 74 

椿中島機械

（重慶） 

有限公司 

本社 

 （中国 重慶

市） 

鋼球  
鋼球  

生産設備  
0 249 － － 10 260 242 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 当社は平成19年５月17日に東京証券取引所第１部及び大阪証券取引所第１部上場廃止となっております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 148,013,500 

計 148,013,500 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 50,568,283 50,568,283 

東京証券取引所 

（市場第１部） 

大阪証券取引所 

（市場第１部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 50,568,283 50,568,283 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、500株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行日後に時価を下回る金額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使によ

る権利者への譲渡を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、又「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分価額」にそれぞれ読み替えるものとする。 

３ ア 新株予約権の割当を受けた者が自己の都合による退任・退職又は解任・解雇により当社及び当社子会社

の取締役、監査役または使用人たる地位を失ったときは、権利を行使することができない。 

イ 新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

ウ 新株予約権の権利者が死亡した場合は相続人が行使できる。 

エ その他権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月29日） 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,020（注）１ － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 510,000 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,463（注）２ － 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日～ 

平成23年６月30日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,463 

資本組入額 1,232 
－ 

新株予約権の行使の条件 （注）３ － 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ － 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 自己株式の資本準備金消却による減少であります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式890,442株は、「個人その他」に8,904単元及び「単元未満株式の状況」に42株を含めて記載し

ております。 

なお、自己株式890,442株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は

889,442株であります。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減
額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成12年４月１日から 

平成13年３月31日まで 
△419,500 50,568,283 － 8,443 △558 10,845 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 9 15 33 29 － 706 792 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 2,568 1,038 483,322 4,185 － 14,241 505,354 32,883 

所有株式数 

の割合（％） 
－ 0.5 0.21 95.64 0.83 － 2.82 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の他に、自己株式として890,442株（1.76％）保有しております。この所有株式数には、株式名簿上は

株式会社ツバキ・ナカシマ名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株含まれており

ます。 

２ 前事業年度末現在主要株主でなかったＴＮＮインベストメント株式会社は、当事業年度末に主要株主となっ

ております。 

３ 日本マスタートラスト信託銀行㈱及び日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式はいずれも信託業務

に係る株式であります。 

４ 当社は、野村アセットマネジメント株式会社から平成19年３月８日付で提出された大量保有報告書（変更報

告書）により、平成19年３月１日現在で野村アセットマネジメント株式会社及び共同保有者２社が下表のと

おり株式を所有している旨の報告を受けております。 

       なお、当社として当期末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めて

      おりません。なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合
（％） 

ＴＮＮインベストメント株式

会社 
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 48,294 95.50 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11－３  139 0.27 

シージーエムエフピーピー 

シーエフエクイティ 

（常任代理人シテイバンク・

エヌ・エイ東京支店） 

東京都品川区東品川２丁目３番14号 130 0.25 

リーマンブラザーズ 

インターナショナル 

ヨーロッパ 

（常任代理人リーマン・ブラ

ザーズ証券株式会社） 

東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー31階 
99 0.19 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 67 0.13 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 42 0.08 

松村経子 奈良県葛城市 37 0.07 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・ 

セキュリティーズ 

（ジャパン）リミテッド 

東京都千代田区大手町１丁目７－２ 37 0.07 

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 23 0.04 

石田勝世 東京都港区 21 0.04 

計 － 48,893 96.68 

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合（％） 

野村アセットマネジメント株式会社 90 0.18 

ＴＮＮインベストメント株式会社 48,294 95.50 

 株式会社ツバキ・ナカシマ 888 1.76 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注）１ 上記のほか、株主名簿上は株式会社ツバキ・ナカシマ名義となっておりますが、実質的に所有していない

株式が1,000株（議決権10個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式

（その他）」欄に含めております。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     889,400 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  49,646,000 496,460 同上 

単元未満株式 普通株式      32,883 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 50,568,283 － － 

総株主の議決権 － 496,460 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数（株）
他人名義 

所有株式数（株）
所有株式数 
の合計（株） 

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ツバキ・

ナカシマ 

奈良県葛城市尺土

19番地 
889,400 － 889,400 1.76 

計 － 889,400 － 889,400 1.76 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20ならびに平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及

び当社子会社の取締役若しくは使用人に対して新株予約権を無償で発行することを、平成17年６月29日開催の第

103回定時株主総会において決議されたものであります。 

 当該制度の内容は、次のとおりです。 

 （注）１ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

その他当社が取締役会決議により定める一定の場合にも適宜調整される。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株

当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権発行の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引

所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、新株予約権発行の日の前日の東京証券取引所における当社株式普通取引の終値（ただし、当日に終値の

ない場合は、それに先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、当該終値をもって行使価額とする。な

お、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

又、新株予約権発行日後に時価を下回る金額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使、なら

びに当社第98回及び第99回定時株主総会決議に基づくストックオプションの行使による権利者への譲渡を除

く。）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、また「１株当た

り払込金額」を「１株当たり処分価額」にそれぞれ読み替えるものとする。 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役 9

当社使用人 5

子会社の取締役 2

子会社の使用人 238

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 514,500株を上限とする （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,463（注）２ 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成23年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受けた者が自己の都合による

退任・退職または解任・解雇により当社及び当社

子会社の取締役、監査役または使用人たる地位を

失ったときは、権利を行使することができない。 

２ 新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

３ 新株予約権の権利者が死亡した場合は相続人が行

使できる。 

４ その他権利行使の条件は、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する条項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

   旧商法第221条第６項に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する

普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

 当社は今後、当社経営陣及び当社従業員とともに、急激に変化する経営環境に対応し、組織改革や生産、販売体制

の再構築及び新規成長分野への投資といった収益、組織構造の変革等の施策を実施していく予定です。従いまして、

内部留保を高めることが肝要であると判断し、無配とする方針であります。 

 内部留保資金は、今後予想される内外の厳しい情勢に対応した国際競争力をより一層高めるため、品質の向上並び

にコスト低減を図る合理化・省力化設備に有効投資し、経営体質の強化並びに将来の事業展開に役立てたいと存じま

す。 

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

（注） 剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

区分 株式数（千株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 20 42 

当期間における取得自己株式 2 5 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数 
（千株） 

処分価額の総額
（百万円） 

株式数 
（千株） 

処分価額の総額
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － 891 1,872 

その他 

（単元未満株式の買増請求） 
0 0 － － 

その他  

 （ストックオプション行使による減少） 
870 1,190 － － 

保有自己株式数 889 － － － 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月20日 

取締役会決議 
977 20



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部によるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部によるものであります。 

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,110 1,530 1,548 2,595 2,435 

最低（円） 598 677 1,160 1,210 1,554 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,846 1,796 1,879 2,095 2,240 2,070 

最低（円） 1,682 1,554 1,630 1,780 2,010 2,010 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

取締役会長 
－ 近藤 高敏 昭和５年７月27日

昭和26年４月 当社入社 

(注)４ 0 

昭和43年５月 取締役 

昭和45年５月 常務取締役 

昭和48年５月 専務取締役 

昭和49年７月 椿鋼球㈱取締役社長 

昭和50年５月 取締役社長 

平成元年６月 ㈱中島製作所取締役会長 

平成２年２月 TBK HOLDINGS,INC.取締役社長 

平成４年３月 HOOVER PRECISION  

PRODUCTS,INC.取締役会長 

平成12年６月 取締役会長(現任) 

代表取締役 

取締役社長 
－ 近藤 高規 昭和35年１月12日

昭和61年７月 当社入社 

(注)４ － 

昭和63年10月 郡山工場生産管理部長 

平成２年４月 HOOVER PRECISION  

PRODUCTS,INC.取締役副会長 

平成２年６月 取締役 

平成８年４月 専務取締役 

平成12年５月 椿鋼球㈱取締役社長(現任) 

平成12年６月 取締役社長(現任) 

平成12年７月 TBK HOLDINGS,INC.取締役会長

(現任) 

代表取締役 

専務取締役 
送風機事業部長 津老 利則 昭和18年12月10日

昭和34年４月 三晃精機工業所入社 

(注)４ 0 

昭和43年１月 当社入社 

昭和55年５月 椿鋼球㈱取締役(現任) 

昭和56年７月 工機部長 

昭和58年６月 取締役 

昭和58年７月 工機工場長 

昭和63年10月 常務取締役 

昭和64年１月 郡山工場長 

平成８年４月 専務取締役(現任) 

平成10年４月 送風機事業部長(現任) 

平成12年７月 TBK HOLDINGS,INC.取締役副会長

(現任) 

専務取締役 鋼球事業部長 森川 耕一 昭和23年11月13日

昭和46年４月 当社入社 

 (注)４ － 

平成４年７月 葛城工場生産管理部長 

平成10年４月 鋼球副事業部長 

平成10年６月 取締役 

平成18年６月 常務取締役 

平成19年６月 専務取締役鋼球事業部長(現任) 

専務取締役 精機事業部長 為藤 秀夫 昭和16年３月６日

昭和35年４月 日本鋼管㈱入社 

 (注)４ － 

昭和37年２月 当社入社 

昭和56年７月 郡山工場技術部長 

昭和61年７月 東京支店長 

平成２年６月 取締役 

平成10年４月 常務取締役精機事業部長 

平成19年６月 専務取締役精機事業部長(現任) 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役  鋼球副事業部長 山田 賢司 昭和38年８月29日

昭和61年４月 当社入社 

 (注)７ － 
平成13年５月 椿鋼球㈱取締役(現任) 

平成14年８月 ㈱管理事業へ転籍 

平成19年６月 取締役(現任) 

取締役 鋼球副事業部長 吉田 和弘 昭和35年３月29日

昭和57年４月 当社入社 

 (注)４ － 
平成３年12月 海外事業部海外事業課長 

平成13年６月 常勤監査役 

平成18年６月 取締役(現任) 

取締役 － 田中 俊明 昭和13年10月８日

昭和31年９月 当社入社 

(注)４ － 

昭和57年１月 葛城工場製造部長 

平成３年６月 監査役 

平成６年６月 取締役葛城工場長 

平成10年４月 常務取締役鋼球事業部長 

平成12年６月 専務取締役鋼球事業部長 

平成19年６月 取締役(現任) 

取締役  精機副事業部長 太田 昇 昭和25年２月３日

昭和55年12月 当社入社 

 (注)７ － 
平成14年８月 ㈱ボールネジへ転籍 

 平成15年４月 精機事業部製造部長  

平成19年６月 取締役(現任) 

取締役 送風機副事業部長 田中 成幸 昭和24年１月29日

昭和44年４月 日本車輌製造㈱入社 

 (注)４ － 

昭和46年４月 当社入社 

平成４年７月 郡山工場品質保証部長 

平成８年10月 世知原工場長 

平成９年６月 取締役(現任) 

平成10年４月 送風機副事業部長(現任) 

取締役 総務部長 市山 文夫 昭和25年６月29日

昭和44年４月 当社入社 

 (注)４ － 

平成13年12月 総務付部長 

平成14年８月 ㈱管理事業へ転籍 

平成18年４月 総務部長 

平成18年６月 取締役総務部長(現任) 

取締役  経理部長 酒井 秀行 昭和48年12月22日

平成８年４月 当社入社 

 (注)７ － 
平成14年８月 ㈱管理事業へ転籍 

 平成18年４月 経理部長 

平成19年６月 取締役経理部長(現任) 

取締役  － 津田 昌宏 昭和31年４月２日

昭和55年４月 野村證券㈱(現野村ホールディン

グス㈱)入社 

 (注)７ － 
平成14年４月 野村プリンシパル・ファイナン

ス㈱取締役投資本部長 

 平成15年４月 同社執行役投資本部長(現任) 

平成19年６月 取締役(現任) 

 



 （注）１ 取締役津田昌宏は、会社法第２条15号に定める社外取締役であります。 

    ２ 監査役福原哲晃、大石勝郎及び松村英幸は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役社長近藤高規は、取締役会長近藤高敏の長男であります。 

４ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５ 平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

     ７ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

    ８ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 － 西北 一到 昭和15年７月25日

昭和34年４月 竹仁染化㈱入社 

 (注)５ － 

昭和36年11月 当社入社 

昭和54年４月 技術開発部長 

平成２年５月 葛城工場技術部長 

平成２年６月 取締役 

平成７年１月 輸出管理室長 

平成10年４月 鋼球副事業部長 

平成12年６月 常務取締役鋼球副事業部長 

平成18年６月 常勤監査役(現任) 

常勤監査役 － 榎屋 忠義 昭和17年１月20日

昭和36年９月 当社入社 

 (注)５ － 平成７年１月 葛城工場技術部長 

平成10年６月 常勤監査役(現任) 

監査役 － 福原 哲晃 昭和22年10月29日

昭和52年４月 弁護士登録 

 (注)５ － 

昭和61年４月 明和法律事務所代表者 

平成５年６月 監査役(現任) 

平成15年４月 瑞木総合法律事務所代表者 

(現任) 

監査役 － 大石 勝郎 昭和26年５月24日

昭和49年４月 太陽生命保険相互会社(現、太陽

生命保険㈱)入社 

 (注)６ － 

平成10年４月 同社営業部長 

平成11年７月 同社取締役 

平成12年９月 同社常務取締役 

平成15年６月 同社専務取締役 

平成16年１月 同社代表取締役社長(現任) 

平成18年６月 監査役（現任） 

監査役 － 松村 英幸 昭和32年８月16日

昭和56年４月 野村證券㈱(現野村ホールディン

グス㈱) 

 (注)８ － 平成15年４月 野村プリンシパル・ファイナン

ス㈱ 

平成19年６月 監査役(現任) 

計 0 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、利益（株主価値）の最大化を図るため、経営理念に基づき倫理規程等を定め、株主をはじめとする様々

なステークホルダーと共に繁栄することを基本方針として、複数事業を積極的に展開していくために導入した事業

部制をさらに進め、経営責任の明確化による独立採算制経営の中で、業務遂行における専門性の強化、意思決定の

迅速化、効率性を推進しています。 

 また、株主、投資家の皆様へは、迅速かつ適切で公平な情報開示に努めることにより、経営の透明性と健全性を

高めています。 

(1）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度採用会社であり、「取締役会」は取締役９名、「監査役会」は監査役４名から構成され、そ

れぞれ経営の監督と適法性の監査を実施しています。当社では「定例取締役会」を月１回、また必要に応じて随

時に臨時取締役会を開催し重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況等の監督を行っており、さらに取締役会

の機能をより強化し経営効率を向上させるため、常務取締役以上が出席する「専務会」を毎週開催し、業務執行

に関する基本的事項及び重要事項を審議し意思決定の迅速化、効率化を推進しています。また、取締役社長を委

員長とし役員で構成する本部コンプライアンス委員会並びに各事業部長を委員長とし係長以上で構成する事業部

コンプライアンス委員会を各々毎月開催し、法令、定款、諸規程及び社会ルールの遵守状況の検証を行っていま

す。 

 会計監査人はあずさ監査法人を選任し監査を行っています。業務を執行した公認会計士２名及び補助者（公認

会計士５名、会計士補等６名）により監査の適法性、効率性を確保しています。 

② 模式図 



③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の内容 

（取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制） 

(a）コーポレート・ガバナンスを確保するため、経営理念に基づき倫理規程及びコンプライアンス規程を制定

し、法令、定款、諸規程及び社会ルールを厳正に遵守する。 

(b）コンプライアンス委員会を設置し、グループ各社を横断的に整備する。 

(c）社会及び当社に不利益を及ぼす疑いのある事象を発見した場合に通報制度として公益通報者保護規程を制

定する。 

(d）監査室を設置し内部監査を実施する。 

（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制） 

(a）文書保存管理規程により重要な情報文書を保存、管理する。 

(b）個人情報は個人情報保護規程により管理する。 

（取締役の職務の執行が効果的に行われることを確保する体制） 

(a）職務権限及び職務分掌規程により、迅速かつ効果的運営を行う。 

(b）定例取締役会または臨時取締役会及び専務会において業務執行状況の有効性、効率性を検証する。 

（当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する体制） 

(a）当社グループ共通の経営理念を基に業務執行の法令、定款に適合する体制を構築しています。 

(b）関係会社管理規程を制定し企業集団における業務の適正を確保する体制を構築しています。 

(c）内部監査部門である監査室は、グループ全体のリスク管理及び効率性の検証のため、定期的監査を実施し

ています。 

(d）監査役、監査室の定期的監査等の実施により、グループ各社業務遂行の適法性、妥当性、効率性を確保し

ています。 

（監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項） 

監査役の職務を補助する専任の担当者は置いていないが、要請があれば業務補助のためのスタッフを必要な期

間置くことにしています。スタッフはその期間監査役の指示に従うものとし、また、取締役からの独立性を確

保するため、その期間取締役の指揮命令は受けません。 

（取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制） 

(a）監査役に対し、重要な会議において業務の執行状況を報告する。 

(b）監査役に対し、リスク管理規程に基づき経営危機に相当する事象発生時には速やかに報告する。 

(c）監査役は重要な会議に出席し適宜報告を受け職務執行の適法性等を確認する。 

④ 監査役と内部監査部門の連携状況 

(a）監査役は監査室より内部監査計画を聴取し、内部監査に立会い、業務の適法性、効率性を確認していま

す。 

(b）監査役は会計監査人から必要に応じて会計監査に関する報告を受けています。 

(c）監査役は会計監査人の会計監査に立会い業務の適法性の確認をしています。 

(d）監査役は会計監査人より定期的に監査結果の報告を受け、相互の連携強化により経営の透明性、健全性の

向上を図っています。 

⑤ 会計監査の状況 

 会計監査人にあずさ監査法人を選任しており、会計制度の変更などにも速やかに対応できる環境にあります。

 同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には特別の利害関係はありません。 

 当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名  米林彰、小寺庸 

会計監査業務に係る補助者の構成  公認会計士 ５名 

                 会計士補等 ６名 



⑥ 社外監査役との関係 

（当該社外監査役を選任している理由） 

監査役の主要な監査は勿論のこと、コンプライアンスの徹底、強化に向け法律家としての専門的立場からの意

見が重要であると考えています。 

（社外監査役サポート体制） 

監査役の職務を補助する専任の担当者は置いていないが、要請があれば業務補助のためのスタッフを必要な期

間置くことにしています。スタッフはその期間監査役の指示に従うものとし、また、取締役からの独立性を確

保するため、その期間取締役の指揮命令は受けません。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 事業活動におけるリスクに対処するため、リスク管理規程を定めリスクマネジメント体制の実践的運用を行う。

また、あらゆるリスクの未然防止に努めるとともに、重大な危機が発生した場合、社長を委員長とした対策委員会

を設置し、即応体制を確立する。 

(3）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであ

ります。 

役員報酬： 

取締役に支払った報酬：    325百万円 

監査役に支払った報酬：     32百万円 

監査報酬： 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 ：     17百万円 

上記以外の報酬：                        －百万円 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第104期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第105期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）並びに第104期事業年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び第105期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及

び財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   16,405 17,058 

２ 受取手形及び売掛金 ※６  9,540 11,012 

３ 有価証券   709 798 

４ たな卸資産   10,915 11,528 

５ 繰延税金資産   763 676 

６ その他   305 324 

７ 貸倒引当金   △51 △28 

流動資産合計   38,587 49.3 41,370 52.4

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※３   

(1）建物及び構築物   12,139 12,222   

減価償却累計額   6,807 5,331 6,982 5,240 

(2）機械装置及び運搬具   31,257 32,270   

減価償却累計額   25,009 6,248 25,749 6,521 

(3）工具器具備品   1,960 1,879   

減価償却累計額   1,730 229 1,611 267 

(4）土地   3,414 3,417 

(5）建設仮勘定   335 346 

有形固定資産合計   15,560 15,793 

２ 無形固定資産   178 177 

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※1,７ 22,507 20,823 

(2）長期貸付金   490 － 

(3）繰延税金資産   179 225 

(4）その他 ※１ 735 533 

(5）貸倒引当金   △35 △37 

投資その他の資産合計   23,876 21,545 

固定資産合計   39,615 50.7 37,516 47.6

資産合計   78,203 100.0 78,887 100.0 

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   1,339 1,656 

２ 未払法人税等   1,625 1,012 

３ 未払費用   735 896 

４ 賞与引当金   338 324 

５ その他   333 244 

流動負債合計   4,372 5.6 4,133 5.3

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債   6,511 5,205 

２ 退職給付引当金   390 486 

３ 役員退職引当金   1,271 1,290 

４ その他   453 441 

固定負債合計   8,626 11.0 7,423 9.4

負債合計   12,998 16.6 11,557 14.7

      
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※４ 8,443 10.8 － －

Ⅱ 資本剰余金   10,896 13.9 － －

Ⅲ 利益剰余金   38,484 49.2 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   10,102 12.9 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定   △943 △1.2 － －

Ⅵ 自己株式 ※５ △1,779 △2.2 － －

資本合計   65,204 83.4 － －

負債・資本合計   78,203 100.0 － － 

      

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 8,443 10.7

２ 資本剰余金   － － 11,215 14.2

３ 利益剰余金   － － 40,025 50.7

４ 自己株式   － － △919 △1.1

株主資本合計   － － 58,765 74.5

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差額金   － － 8,547 10.8

２ 繰延ヘッジ損益   － － 0 0.0

３ 為替換算調整勘定   － － 17 0.0

評価・換算差額等合計   － － 8,564 10.8

純資産合計   － － 67,330 85.3

負債純資産合計   － － 78,887 100.0

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   32,363 100.0 32,930 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1,2 22,895 70.7 24,431 74.2

売上総利益   9,468 29.3 8,499 25.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   

１ 発送配達費   560 610   

２ 貸倒引当金繰入額   0 0   

３ 役員報酬   383 389   

４ 従業員給料賞与   801 883   

５ 賞与引当金繰入額   98 53   

６ 退職給付費用   34 38   

７ 役員退職引当金繰入額   54 56   

８ 減価償却費   33 14   

９ 支払手数料   200 221   

10 その他   884 3,050 9.5 909 3,178 9.6

営業利益   6,417 19.8 5,321 16.2

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   134 230   

２ 受取配当金   106 180   

３ 為替差益   118 －   

４ 持分法による投資利益   11 8   

５ その他   76 447 1.4 69 488 1.5

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   0 2   

２ 売上割引   16 15   

３ 手形売却損   2 4   

４ 為替差損   － 14   

５ 過年度仕入修正損   － 14   

６ その他   0 19 0.0 7 58 0.2

経常利益   6,846 21.2 5,750 17.5

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益   － 163   

２ 固定資産売却益 ※３ 0 －   

３ 貸倒引当金戻入益   － 0 0.0 23 186 0.5

Ⅶ 特別損失     

１ 投資有価証券売却損   －     117   

２ 固定資産処分損 ※４ 22     15   

３ 工場閉鎖費用 ※５ － 22 0.1 127 259 0.8

税金等調整前当期純利益   6,825 21.1 5,677 17.2

法人税、住民税及び事業税   2,861 2,345   

法人税等調整額   △142 2,719 8.4 △254 2,091 6.3

当期純利益   4,106 12.7 3,585 10.9

      



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  10,845 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益  51 51 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  10,896 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  35,831 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  4,106 4,106 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金  1,452 1,452 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  38,484 

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円）

8,443 10,896 38,484 △1,779 56,045 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(注)   △976 △976 

剰余金の配当    △977 △977 

当期純利益   3,585 3,585 

海外子会社過年度従業員給付の引
当に伴う減少 

  △90 △90 

自己株式の取得    △43 △43 

自己株式の処分   319 903 1,222 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額） 

  － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円）

－ 319 1,540 860 2,720 

平成19年３月31日 残高 
（百万円）

8,443 11,215 40,025 △919 58,765 

  

評価・換算差額等 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算 
調整勘定 

平成18年３月31日 残高 
（百万円）

10,102 － △943

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当(注)   

剰余金の配当    

当期純利益   

海外子会社過年度従業員給付の引
当に伴う減少 

  

自己株式の取得   

自己株式の処分   

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額） 

△1,554 0 960

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円）

△1,554 0 960

平成19年３月31日 残高 
（百万円）

8,547 0 17



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益 6,825 5,677 

２ 減価償却費 1,599 1,746 

３ 貸倒引当金の増減額（△は減少） 22 △22 

４ 賞与引当金の増減額（△は減少） 36 △14 

５ 退職給付引当金の増加額 108 95 

６ 役員退職引当金の増加額 53 19 

７ 受取利息及び受取配当金 △241 △410 

８ 支払利息 0 2 

９ 持分法による投資利益 △11 △8 

10 投資有価証券売却益 － △163 

11 投資有価証券売却損 － 117 

12 固定資産売却益 △0 － 

13 固定資産処分損 22 15 

14 売上債権の増加額 △257 △1,147 

15 たな卸資産の増加額 △568 △395 

16 仕入債務の減少額 △185 △295 

17 未払消費税等の減少額 △13 △37 

18 その他 △210 65 

小計 7,177 5,244 

19 利息及び配当金の受取額 240 386 

20 利息の支払額 △0 △1 

21 法人税等の支払額 △2,506 △2,960 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,912 2,668 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  １ ３ヵ月超定期預金設定による支出 － △7,507 

２ 有価証券の取得による支出 △709 △1,315 

３ 有価証券の売却による収入  － 1,335 

４ 投資有価証券の取得による支出 △1,660 △1,886 

５ 投資有価証券の売却による収入 2,919 1,073 

６ 有形固定資産の取得による支出 △1,426 △1,644 

７ 有形固定資産の売却による収入 27 227 

８ 無形固定資産の取得による支出 △0 △0 

９ 貸付けによる支出 △469 － 

10 貸付け返済による収入  － 20 

11 非連結子会社への出資による支出 △221 － 

12 その他 2 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,538 △9,697 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 自己株式の売却による収入 500 1,190 

２ 自己株式取得による支出 △25 △42 

３ 配当金の支払額 △1,451 △1,954 

財務活動によるキャッシュ・フロー △977 △806 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △233 396 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,163 △7,438 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 14,242 16,405 

Ⅶ 子会社新規連結による現金及び現金同等物 
増加額  

－ 584 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 16,405 9,550 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 20社 

椿鋼球㈱ 椿興産㈱ ㈱管理事業 

㈱鋼球事業 ㈱ボールネジ ㈱ボールウェイ 

㈱送風機事業 ㈲フーバー・パーソナル他２社 

TBK HOLDINGS,INC.（アメリカ） 

HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC.（アメリカ） 

HPP HOLDINGS,INC.（アメリカ） 

TSUBAKI HOOVER MEXICO,S.A.DE C.V. 

他２社（メキシコ） 

HOOVER PRECISION PRODUCTS,LLC.（アメリカ） 

TSUBAKI－HOOVER HUNGARY LTD.（ハンガリー） 

TSUBAKI－HOOVER POLSKA Sp.Zo.o. 

（ポーランド） 

椿中島機械（太倉）有限公司（中国） 

主要な非連結子会社 

重慶鋼球有限責任公司（中国） 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 21社 

椿鋼球㈱ 椿興産㈱ ㈱管理事業 

㈱鋼球事業 ㈱ボールネジ ㈱ボールウェイ 

㈱送風機事業 ㈲フーバー・パーソナル他２社 

TBK HOLDINGS,INC.（アメリカ） 

HOOVER PRECISION PRODUCTS,INC.（アメリカ） 

HPP HOLDINGS,INC.（アメリカ） 

TSUBAKI HOOVER MEXICO,S.A.DE C.V. 

他２社（メキシコ） 

HOOVER PRECISION PRODUCTS,LLC.（アメリカ） 

TSUBAKI－HOOVER HUNGARY LTD.（ハンガリー） 

TSUBAKI－HOOVER POLSKA Sp.Zo.o. 

（ポーランド） 

椿中島機械（太倉）有限公司（中国） 

椿中島機械（重慶）有限公司（中国） 

（連結の範囲に含めた理由） 

 椿中島機械（重慶）有限公司は、重要性が増  

したため連結の範囲に含めております。 

なお、重慶鋼球有限責任公司は当連結会計年

度において椿中島機械（重慶）有限公司に社

名変更しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

㈱西川精工 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

㈱西川精工 

持分法を適用していない非連結子会社 

重慶鋼球有限責任公司（中国） 

 

（持分法を適用していない理由） 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちBALEROS MEXICANOS SA de CV、 

BALMEX OPERACIONES SA de CV、TSUBAKI HOOVER  

MEXICO,S.A.DE C.V.、TSUBAKI－HOOVER HUNGARY  

LTD.及び椿中島機械（太倉）有限公司の決算日

は、平成17年12月31日であります。 

なお、連結財務諸表作成に当たっては、BALEROS  

MEXICANOS SA de CV、BALMEX OPERACIONES SA de  

CV、TSUBAKI－HOOVER HUNGARY LTD、TSUBAKI  

HOOVER MEXICO S.A. DE C.V.については、連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。また、椿中島機械（太倉）有限

公司については平成17年12月31日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、平成18年１月１日

から連結決算日平成18年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちBALEROS MEXICANOS, S.A. D

E C.V.、BALMEX OPERACIONES, S.A. DE C.V.、TS

UBAKI HOOVER MEXICO, S.A.DE C.V.、椿中島機械

（太倉）有限公司及び椿中島機械（重慶）有限公

司の決算日は、平成18年12月31日であります。 

なお、連結財務諸表作成に当たっては、BALEROS  

MEXICANOS, S.A. DE C.V.、BALMEX OPERACIONE

S, S.A. DE C.V.、TSUBAKI HOOVER MEXICO, S.

A. DE C.V.については、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

また、椿中島機械（太倉）有限公司及び椿中島機

械（重慶）有限公司については平成18年12月31日

現在の財務諸表を使用しております。ただし、平

成19年１月１日から連結決算日平成19年３月31日

までの期間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算出） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

           連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算出） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として個別法及び総平均法による原価法に

より評価しております。在外連結子会社は、

先入先出法による低価法により評価しており

ます。 

③ たな卸資産 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

国内会社は、定率法による減価償却を実施し

ております。ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。なお、耐用

年数については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。在外連結子会

社は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物   ６年から50年 

機械装置及び運搬具 ４年から14年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数

については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。ただし、ソフトウ

ェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

提出会社は、債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。在外連結子会社は、債

権の回収可能性に応じた貸倒見積額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

提出会社及び国内連結子会社は、従業員賞与

の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

提出会社及び国内連結子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける簡便法による退職給付債務の額に基づき

計上しております。 

一部の在外連結子会社は、米国財務会計基準

（FASBステートメント）No.87（年金の会計処

理）等に基づく処理方法によっております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 役員退職引当金 

提出会社及び国内連結子会社１社は将来支出

の見込まれる役員退職金の支給に備えるた

め、会社内規に基づいて算定される期末要支

給額を引当計上しております。 

在外連結子会社は、退職年金制度を採用して

おります。 

④ 役員退職引当金 

提出会社及び国内連結子会社１社は将来支出

の見込まれる役員退職金の支給に備えるた

め、会社内規に基づいて算定される期末要支

給額を引当計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外連結子会社等

の資産、負債、収益及び費用は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

     外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外連結子会社等の資

産、負債、収益及び費用は、期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債

権債務等については振当処理を行っておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建債権・債務及び外貨建予

定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

外貨建取引について将来の為替リスクを回避

するため、実需原則に基づき為替予約取引を

行っており、投機目的や１年を超える長期予

約は行っておりません。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認す

ることにより有効性を評価しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式

によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却し

ております。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんは、原則として５年間で均

等償却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 

 ７         ────── 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は67,330百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

下記の科目に含まれている非連結子会社および関

連会社に対するものは次のとおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

下記の科目に含まれている非連結子会社および関

連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 14百万円

その他（出資金） 221百万円

投資有価証券（株式） 53百万円

 ２        ──────  ２  輸出手形割引高（信用状なし）    0百万円 

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から圧縮累計額132百万円を直接控除しており

ます。 

※３          同左 

※４ 発行済株式総数は、普通株式50,568,283株であり

ます。 

※４        ────── 

※５ 連結会社及び関連会社が保有する自己株式の数

は、普通株式1,758,357株であります。 

※５              ────── 

※６        ──────  ※６ 連結会計年度末日満期手形 

    連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。 

受取手形 269百万円

※７ 平成13年８月８日、提出会社において盗難により

紛失した提出会社保有株式につきましては、㈱Ｕ

ＦＪホールディングス株券2,374株（現 ㈱三菱Ｕ

ＦＪフィナンシャル・グループ株券1,471.88株）

を除いた全ての株券の返還を受けております。こ

の㈱ＵＦＪホールディングス株券2,374株につきま

しては、高知地方裁判所の執行官により保管され

ており、平成17年11月１日に高知地方裁判所に株

券引渡訴訟を提起しましたが、提出会社の都合に

より平成18年４月15日に訴えの取り下げを行いま

した。平成21年度の上場株券不発行の一斉移行時

には提出会社の損失発生の危険性は無くなるもの

と判断しております。 

※７ ㈱三菱ＵＦＪホールディングス株券1,471.88株

（合併前㈱ＵＦＪホールディングス株券2,374株 

連結貸借対照表計上額1,957百万円）は、高知地方

裁判所の執行官により保管されております。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 売上原価に算入されているたな卸資産の低価基準

による評価減の金額は次のとおりであります。 

※１ 売上原価に算入されているたな卸資産の低価基準

による評価減の金額は次のとおりであります。 

前期たな卸資産評価減戻入額 △327百万円

当期たな卸資産評価減額 240百万円

前期たな卸資産評価減戻入額 △240百万円

当期たな卸資産評価減額 480百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、84百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、74百万円であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３        ──────  

機械装置売却益 0百万円  

※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置除却損 10百万円

建物除却損 7百万円

工具器具備品除却損 3百万円

その他 1百万円

機械装置除却損 9百万円

建物除却損 2百万円

工具器具備品除却損 2百万円

その他 0百万円

 ※５        ──────   ※５ 在外連結子会社HOOVER PRECISION PRODUCTS, INC.

イーストグランビー工場の閉鎖に伴う費用であり、

その内訳は次のとおりであります。 

  設備移設費 59百万円

退職金他 45百万円

その他 23百万円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加21千株は、単元未満株式の買取りによる増加20千株及び持分法適用会社

が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分０千株であります。  

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少889千株は、単元未満株式の売却による減少０千株、ストックオプショ

ンの権利行使による減少870千株及び持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分19千株

であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株）

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 50,568 － － 50,568 

合計 50,568 － － 50,568 

自己株式         

普通株式 1,758 21 889 889 

合計 1,758 21 889 889 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 976 20 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月20日 

取締役会 
普通株式 977 20 平成18年９月30日 平成18年12月８日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

現金及び預金期末残高 16,405百万円

現金及び現金同等物の期末残高 16,405百万円

現金及び預金期末残高 17,058百万円

預入期間が3ヵ月を超える定期預金  △7,507百万円

現金及び現金同等物の期末残高 9,550百万円

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
工具器具備品 

（百万円） 
  

合計 

（百万円） 

取得価額相当額   25   25 

減価償却累計額相当額   14   14 

期末残高相当額   11   11 

   
工具器具備品 

（百万円） 
  

合計 

（百万円） 

取得価額相当額   12   12 

減価償却累計額相当額  7   7 

期末残高相当額   4   4 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4百万円

１年超 6百万円

合計 11百万円

１年以内 2百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

（注） なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。 

（注）         同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前連結会計年度）（平成18年３月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

４ その他有価証券のうち満期があるもの 

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
  

(1）株式 4,660 21,555 16,895 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 16 34 18 

小計 4,676 21,590 16,913 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
      

(1）株式 － － － 

(2）債券       

国債・地方債等 709 709 － 

社債 1,000 867 △132 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,709 1,576 △132 

合計 6,386 23,167 16,781 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

2,919 － － 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 34 

(2）子会社株式及び関連会社株式 14 

区分 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

(1）債券         

国債・地方債等 709 － － － 

社債 － － － 867 

その他 － － － － 

(2）その他 － 34 － － 

合計 709 34 － 867 



（当連結会計年度）（平成19年３月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

４ その他有価証券のうち満期があるもの 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
      

(1）株式 6,494 20,677 14,182 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 16 34 18 

小計 6,510 20,712 14,201 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
      

(1）株式 25 23 △2 

(2）債券       

国債・地方債等 798 798 － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 823 821 △2 

合計 7,334 21,533 14,199 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

2,409 163 △117 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 34 

(2）子会社株式及び関連会社株式 53 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券         

国債・地方債等 798 － － － 

社債 － － － － 

その他 － － － － 

(2）その他 － 34 － － 

合計 798 34 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

（前連結会計年度）（平成18年３月31日） 

 デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

（当連結会計年度）（平成19年３月31日） 

 デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当グループ会社は、営業取引から生じた外貨建債権債

務について、将来の為替リスクを回避するため為替予約

を行っており、実需原則を遵守し投機目的のための為替

予約や１年を超える長期予約は行っておりません。 

 当グループ会社が利用している為替予約は為替相場の

変動によるリスクを有しておりますが、その契約先はい

ずれも信用度の高い銀行であり、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しております。 

 当グループ会社の営業取引に係る為替予約取引につい

ては、各社の営業部門の申請に基づき経理担当部門が事

務処理を行っております。 

 また、財務取引に係るデリバティブ取引は現在行って

おりませんが、各社の取締役会の承認を得て経理担当部

門が行うことになっております。 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 提出会社及び一部の国内連結子会社は、退職一時金

制度を採用しております。また、一部の在外連結子会

社は、確定給付型制度の他、確定拠出型制度を設けて

おります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 提出会社及び一部の国内連結子会社は、退職一時金

制度を採用しております。また、一部の在外連結子会

社は、確定給付型制度の他、確定拠出型制度を設けて

おります。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日） 

イ 退職給付債務 △1,126百万円

ロ 年金資産 738百万円

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △388百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 135百万円

ホ 連結貸借対照表計上額純額 

（ハ＋ニ） 
△252百万円

ヘ 前払年金費用 138百万円

ト 退職給付引当金（ホ－ヘ）(注) △390百万円

イ 退職給付債務 △1,225百万円

ロ 年金資産 773百万円

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △451百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 97百万円

ホ 連結貸借対照表計上額純額 

（ハ＋ニ） 
△354百万円

ヘ 前払年金費用 132百万円

ト 退職給付引当金（ホ－ヘ）(注) △486百万円

（注） 提出会社及び国内子会社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

（注） 提出会社及び国内子会社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

イ 勤務費用 155百万円

ロ 利息費用 40百万円

ハ 期待運用収益 △41百万円

ニ 数理計算上の差異の損益処理額 9百万円

ホ 退職給付費用 163百万円

イ 勤務費用 144百万円

ロ 利息費用 41百万円

ハ 期待運用収益 △43百万円

ニ 数理計算上の差異の損益処理額 8百万円

ホ 退職給付費用 151百万円

（注） 簡便法を採用している提出会社及び連結子会社

の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ております。 

（注） 簡便法を採用している提出会社及び連結子会社

の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 5.8％

ハ 期待運用収益率 6.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 回廊アプローチ

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 5.8％

ハ 期待運用収益率 6.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 回廊アプローチ

（注） 提出会社及び国内連結子会社は、退職給付債務

算定にあたり、簡便法を採用しているため該当

はありません。 

また、上記退職給付債務等の計算の基礎に関す

る事項は一部の在外連結子会社のものです。 

（注） 提出会社及び国内連結子会社は、退職給付債務

算定にあたり、簡便法を採用しているため該当

はありません。 

また、上記退職給付債務等の計算の基礎に関す

る事項は一部の在外連結子会社のものです。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  (注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。 

  
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

 当社取締役      10名

 当社使用人       0名

 子会社の取締役       2名

 子会社の使用人    238名

 当社取締役        10名

 子会社の取締役      1名

 子会社の使用人    238名

 当社取締役         9名

 当社監査役        0名

 子会社の取締役      1名

 子会社の使用人    238名

ストック・オプション数 普通株式516,000株 普通株式518,500株 普通株式518,500株 

付与日 平成15年３月10日 平成16年３月16日 平成17年２月28日 

権利確定条件 

権利行使日においても、当

社の取締役及び使用人並び

に子会社取締役及び使用人

の地位を自己の都合により

喪失していない事を要す

る。 

権利行使日においても、当

社の取締役並びに子会社取

締役及び使用人の地位を自

己の都合により喪失してい

ない事を要する。 

  

権利行使日においても、当

社の取締役及び監査役並び

に子会社取締役及び使用人

の地位を自己の都合により

喪失していない事を要す

る。 

対象勤務期間 
自    平成15年３月10日 

至   平成16年６月30日 

自    平成16年３月16日 

至   平成17年６月30日 

自   平成17年２月28日 

至   平成18年６月30日 

権利行使期間 
自    平成16年７月１日 

至   平成19年３月31日 

自    平成17年７月１日 

至   平成20年３月31日 

自    平成18年７月１日 

至   平成22年６月30日 

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

 当社取締役       9名

 当社使用人      5名

 子会社の取締役      2名

 子会社の使用人     238名

ストック・オプション数 普通株式514,500株 

付与日 平成18年２月24日 

権利確定条件 

権利行使日においても、当

社の取締役及び使用人並び

に子会社取締役及び使用人

の地位を自己の都合により

喪失していない事を要す

る。  

対象勤務期間 
自   平成18年２月24日 

至   平成19年６月30日 

権利行使期間 
自    平成19年７月１日 

至   平成23年６月30日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

    
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前 （千株）       

前連結会計年度末   － － － 

付与   － － － 

失効   － － － 

権利確定   － － － 

未確定残   － － － 

権利確定後 （千株）       

前連結会計年度末   47 311 517 

権利確定   － － － 

権利行使   47 310 512 

失効   － 1 5 

未行使残   － － － 

    
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （千株）   

前連結会計年度末   － 

付与   － 

失効   － 

権利確定   － 

未確定残   － 

権利確定後 （千株）   

前連結会計年度末   514 

権利確定   － 

権利行使   － 

失効   4 

未行使残   510 



② 単価情報 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

   該当事項はありません。 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

   該当事項はありません。 

４．連結財務諸表への影響額 

   該当事項はありません。 

   
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 746 1,422 1,394 

行使時平均株価 （円） 2,029 2,015 2,018 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

   
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 2,463 

行使時平均株価 （円） － 

公正な評価単価（付与日） （円） － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（繰延税金資産）  

① 流動資産  

未払費用 170百万円

未払事業税 110百万円

たな卸資産 244百万円

貸倒引当金 17百万円

海外子会社繰越欠損金 221百万円

その他   －百万円

繰延税金負債（流動）との相殺 －百万円

小計 763百万円

② 固定資産  

役員退職引当金 505百万円

退職給付引当金 155百万円

その他 155百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △636百万円

小計 179百万円

繰延税金資産合計 943百万円

（繰延税金負債）  

固定負債  

圧縮記帳積立金 △175百万円

特別償却準備金 △0百万円

その他有価証券評価差額金 △6,679百万円

減価償却費 △217百万円

年金準備金 △52百万円

海外子会社の未分配利益 △24百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 636百万円

繰延税金負債合計 △6,511百万円

差引：繰延税金負債純額 △5,567百万円

（繰延税金資産）  

① 流動資産  

未払費用 208百万円

未払事業税 76百万円

たな卸資産 377百万円

貸倒引当金 9百万円

海外子会社繰越欠損金 240百万円

その他  0百万円

繰延税金負債（流動）との相殺 △234百万円

小計 676百万円

② 固定資産  

役員退職引当金 513百万円

退職給付引当金 193百万円

その他 162百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △643百万円

小計 225百万円

繰延税金資産合計 902百万円

（繰延税金負債）  

固定負債  

圧縮記帳積立金 △170百万円

特別償却準備金 △0百万円

その他有価証券評価差額金 △5,651百万円

減価償却費 △189百万円

年金準備金 △45百万円

海外子会社の未分配利益 △27百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 878百万円

繰延税金負債合計 △5,205百万円

差引：繰延税金負債純額 △4,302百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率と差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため、連結財務諸表規則第15条の５第３項

に基づき注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率と差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率（調整）  39.8%

中国子会社における二免三減政策

に伴う差異 
 △1.3%

その他  △1.7%

税効果適用後の法人税等の負担率  36.8% 

   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品、事業の内容 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

の金額は559百万円及び620百万円であり、その主なものは、提出会社の総務部門・経理部門に係る費用であ

ります。 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

25,174百万円及び22,284百万円であり、その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金他）、長期投資

資金（投資有価証券他）等であります。 

  
鋼球事業 
（百万円） 

精機事業 
（百万円）

送風機及び
機械事業 

（百万円） 

賃貸事業他
（百万円） 

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
24,131 6,618 924 688 32,363 － 32,363 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
13 － 138 57 209 (209) － 

計 24,145 6,618 1,062 746 32,573 (209) 32,363 

営業費用 19,534 4,860 850 345 25,590 355 25,946 

営業利益 4,610 1,758 212 401 6,983 (565) 6,417 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
              

資産 34,611 9,314 1,416 7,692 53,035 25,167 78,203 

減価償却費 1,224 225 34 103 1,588 10 1,599 

資本的支出 1,207 280 13 30 1,531 5 1,536 

  
鋼球事業 
（百万円） 

精機事業 
（百万円）

送風機及び
機械事業 

（百万円） 

賃貸事業他
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
24,121 6,903 1,203 701 32,930 － 32,930 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
10 － 216 60 286 (286) － 

計 24,132 6,903 1,420 761 33,217 (286) 32,930 

営業費用 20,746 5,144 1,091 262 27,245 364 27,609 

営業利益 3,385 1,759 328 498 5,972 (651) 5,321 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
              

資産 38,652 9,151 1,846 6,957 56,608 22,279 78,887 

減価償却費 1,346 260 34 98 1,740 6 1,746 

資本的支出 1,365 275 18 26 1,685 0 1,686 

鋼球事業 …… ベアリング用鋼球、自転車用鋼球、その他各種鋼球 

精機事業 …… 直動案内機器 

送風機及び機械事業 …… 送風機、一般産業機械 

賃貸事業他 …… 不動産の賃貸、投資運用及び業務支援他 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

  

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北中米……アメリカ、メキシコ 欧州……ポーランド、ハンガリー その他……中国 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

の金額は559百万円及び620百万円であり、その主なものは、親会社の総務部門・経理部門に係る費用であり

ます。 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

25,174百万円及び22,284百万円であり、その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金他）、長期投資

資金（投資有価証券他）等であります。 

  
本国 

（百万円） 
北中米 

（百万円）
欧州 

（百万円）
その他 

（百万円）
計 

（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
19,851 8,660 3,472 380 32,363 － 32,363 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
805 200 309 501 1,816 (1,816) － 

計 20,656 8,860 3,781 881 34,180 (1,816) 32,363 

営業費用 14,633 7,959 3,726 835 27,153 (1,207) 25,946 

営業利益 6,023 901 55 46 7,026 (608) 6,417 

Ⅱ 資産 34,043 13,383 6,329 1,632 55,388 22,814 78,203 

  
本国 

（百万円） 
北中米 

（百万円）
欧州 

（百万円）
その他 

（百万円）
計 

（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
19,847 7,622 3,738 1,722 32,930 － 32,930 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,122 239 178 244 1,784 (1,784) － 

計 20,970 7,861 3,916 1,966 34,715 (1,784) 32,930 

営業費用 15,234 7,560 4,095 1,785 28,676 (1,067) 27,609 

営業利益又は営業損失

（△） 
5,735 300 △179 181 6,038 (717) 5,321 

Ⅱ 資産 36,415 12,127 7,150 3,151 58,845 20,042 78,887 



【海外売上高】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  欧州 アジア 北中米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,979 2,402 8,037 287 14,706 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         32,363 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
12.3 7.4 24.8 0.9 45.4 

  欧州 アジア 北中米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,445 4,228 6,854 29 15,558 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         32,930 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
13.5 12.8 20.8 0.1 47.2 

(1）欧州 ……ドイツ、イタリア、スイス 

(2）アジア ……韓国、中国、台湾 

(3）北中米 ……アメリカ、カナダ、メキシコ 

(4）その他の地域 ……オーストラリア、ブラジル 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

１ 役員及び個人主要株主等 

     提出会社専務取締役田中俊明の近親者が個人事業主であります。 

     取引条件及び取引条件の決定方針等 

     （１） 取引金額等については、市場価格を勘案し、交渉の上決定しております。 

     （２） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

  

     提出会社取締役社長近藤高規の近親者が議決権の過半数を所有しております。 

     取引条件及び取引条件の決定方針等 

     （１） 取引金額等については、市場価格を勘案し、交渉の上決定しております。 

     （２） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合

（％） 

関係内容 

取引 
の内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

役員及

びその

近親者 

田中商事 － － 運送業 なし － 運送業務委託
製品 

運送 
11 － － 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合

（％） 

関係内容 

取引 
の内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等 

㈱イシダ 
京都市 

左京区 
99 ハカリ製造 なし なし 

製品購入 

製品販売 

製品 

購入 
4 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,335円89銭

１株当たり当期純利益 84円60銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 84円10銭

１株当たり純資産額 1,355円31銭

１株当たり当期純利益 73円15銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 72円83銭

  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円） 4,106 3,585 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,106 3,585 

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,537 49,018 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 284 214 

（うち新株予約権（千株）） (243) (214) 

（うち旧商法第210条ノ２に基づく自己株

式取得方式によるストックオプション

（千株）） 

(40) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（潜在株式

の数514,500株）。これらの

詳細は、第４．提出会社の状

況、１．株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況及び(7）

ストックオプション制度の内

容に記載のとおりでありま

す。 

新株予約権１種類（潜在株式

の数510,000株）。これらの

詳細は、第４．提出会社の状

況、１．株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況及び(7）

ストックオプション制度の内

容に記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── １ 投資有価証券の売却 

平成19年４月１日から平成19年６月29日までに投資有

価証券56銘柄を18,584百万円にて売却しており、これ

により平成20年３月期において投資有価証券売却益

（特別利益）12,395百万円及び投資有価証券売却損

（特別損失）２百万円を計上する予定であります。 

  

 ２ 株式交換契約締結 

提出会社は、短期的な業績変動にとらわれず、激変す

る経営環境に対し機敏に対応し、安定的かつ持続的に

企業価値を向上しうる企業体質を構築するために、提

出会社の経営方針を理解し中長期的に支援することを

期待できる野村プリンシパル・ファイナンス㈱及びＴ

ＮＮインベストメント㈱を中核的安定株主として、経

営陣及び従業員が一体となって、事業運営に当たって

いくことが望ましいと判断し、ＴＮＮインベストメン

ト㈱を完全親会社、提出会社を完全子会社とする本株

式交換を行うことといたしました。 

   (1)株式交換の日程 

     平成19年３月30日 株式交換契約承認取締役会決

議（両社） 

    平成19年３月30日 株式交換契約締結（両社） 

    平成19年４月19日 臨時株主総会（提出会社）  

    平成19年５月23日 株式交換効力発生日 

   (2)株式交換比率 

   (3)実施した会計処理の概要 

     「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号 平成18年12月22日）に基づ

き、共通支配下の取引等として会計処理を行う予定

です。 

  

 ３ 新株予約権消却 

平成19年４月19日臨時株主総会において、提出会社が

完全子会社となる株式交換契約が承認可決されたこと

に伴い、平成19年４月19日臨時取締役会において新株

予約権の消却を行いました。 

会社名 
㈱ツバキ・ナカシマ

（提出会社） 
（完全子会社） 

TNNインベストメント㈱ 
（完全親会社） 

交換比率 1 0.0000008838 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ４ 保証債務及び担保提供 

提出会社及び国内連結子会社は、平成19年５月21日開

催の臨時取締役会において、連帯保証及び資産の担保

提供を行うことを決議し、平成19年５月23日に連帯保

証契約及び担保設定契約の締結を行いました。 

また、提出会社は平成19年６月22日開催の臨時取締役

会において、資産の担保提供を行うことを決議し、平

成19年６月22日に担保設定契約の締結を行いました。 

これらは、平成19年２月27日付で親会社ＴＮＮインベ

ストメント㈱と野村キャピタル・インベストメント㈱

の間で交わされた800億円を極度額とする金銭消費貸

借契約に対応するものです。 

なお、保証債務及び担保提供の内容は以下のとおりで

す。  

  (1)保証債務 

     提出会社は、平成19年２月27日付で親会社ＴＮＮ

インベストメント㈱と野村キャピタル・インベス

トメント㈱の間で交わされた金銭消費貸借契約に

ついて連帯保証を行っております。 

  (2)担保提供 

     ①平成19年５月23日担保設定契約に基づく担保提

供 

      イ 担保提供期間 

       平成19年５月23日から平成24年３月１日 

     ロ 担保提供資産 

       平成19年５月31日現在の各担保提供資産残

高は以下のとおりです。 

     ②平成19年６月22日担保設定契約に基づく担保提

供 

      イ 担保提供期間 

       平成19年６月22日から平成24年３月１日 

     ロ 担保提供資産 

       平成19年６月22日現在の各担保提供資産残

高は以下のとおりです。 

        関係会社貸付金       700百万円 

  

現金及び預金 16,561百万円

売掛金 5,237百万円

棚卸資産 6,105百万円

建物 1,511百万円

機械装置 3,011百万円

土地 1,019百万円

投資有価証券 26百万円

出資金 59百万円

関係会社株式 9,724百万円

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────   ５ 貸付金の実施 

    提出会社は、親会社であるＴＮＮインベストメント

㈱との間で、平成19年５月24日に14,000百万円、平

成19年６月11日に1,000百万円の金銭消費貸借契約

を締結し、合計15,000百万円の貸付を実行いたしま

した。 

  

 ６ 合併契約締結 

平成19年６月28日の取締役会決議に基づき、ＭＥＢ

Ｏの一環として、提出会社100％親会社であるＴＮ

Ｎインベストメント㈱との合併契約を同日付で締結

いたしました。 

   (1)合併の日程 

     平成19年６月26日 合併承認株主総会（ＴＮＮイ

              ンベストメント㈱） 

     平成19年６月28日 合併承認取締役会（提出会 

              社） 

     平成19年６月28日 合併契約締結（両社） 

     平成19年８月１日 合併期日 

   (2)合併方式 

     ＴＮＮインベストメント㈱を吸収合併存続会社、

提出会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式

であります。 

   (3)合併比率 

     ＴＮＮインベストメント㈱は、提出会社の全株式

を保有しているため、合併比率の取り決めはあり

ません。 

   (4)合併交付金 

     合併交付金の支払いはありません。 

   (5)合併により発行する株式の種類及び数 

     当合併による新株式の発行はありません。 

   (6)引き継ぐ資産及び負債の額 

     平成19年３月31日現在の貸借対照表その他同日現

在の計算を基礎とし、これに合併期日までの増減

を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併

期日においてＴＮＮインベストメント㈱に引き継

ぎ、ＴＮＮインベストメント㈱はこれを承継す

る。 

   (7)実施した会計処理の概要 

     「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成15年10月31日））及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成18年12月22

日）に基づき、共通支配下の取引等として会計処

理を行う予定です。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、当連結会計年度末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ その他の有利子負債 取引保証金は、連結決算日後５年以内に返済される予定はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前連結会計年度

末残高 
（百万円） 

当連結会計年度
末残高 

（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く） 
－ － － － 

その他の有利子負債 

取引保証金 
8 5 0.06 － 

合計 8 5 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第104期 

（平成18年３月31日） 
第105期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   11,034 10,698 

２ 受取手形 ※４ 1,801 2,291 

３ 売掛金   5,504 6,198 

４ 仕入製品   569 603 

５ 製品   1,753 1,812 

６ 原材料   489 490 

７ 仕掛品   2,380 2,391 

８ 貯蔵品   107 110 

９ 前渡金   65 0 

10 未収入金   155 152 

11 繰延税金資産   122 147 

12 その他   38 67 

13 貸倒引当金   △1 △1 

流動資産合計   24,021 36.6 24,962 38.5

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※６   

(1）建物   7,330 7,383   

減価償却累計額   4,726 2,603 4,873 2,510 

(2）構築物   545 553   

減価償却累計額   443 102 450 103 

(3）機械装置   19,788 20,099   

減価償却累計額   17,227 2,560 17,286 2,812 

(4）車両運搬具   129 126   

減価償却累計額   107 21 110 16 

(5）工具器具備品   1,546 1,490   

減価償却累計額   1,412 134 1,372 117 

(6）土地   2,714 2,714 

(7）建設仮勘定   200 82 

有形固定資産合計   8,339 8,357 

 



    
第104期 

（平成18年３月31日） 
第105期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産     

(1）電話加入権   4 4 

(2）ソフトウェア   3 1 

無形固定資産合計   7 6 

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※８ 22,486 20,761 

(2）関係会社株式   9,727 9,757 

(3）出資金   59 59 

(4）関係会社出資金   30 － 

(5）関係会社長期貸付金   720 700 

(6）破産更生債権等   0 0 

(7）長期前払費用   4 18 

(8）退職金引当団体 
生命保険料 

  243 256 

(9）その他   44 44 

(10）貸倒引当金   △35 △37 

投資その他の資産合計   33,280 31,562 

固定資産合計   41,627 63.4 39,927 61.5

資産合計   65,648 100.0 64,889 100.0 

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※３ 1,067 1,122 

２ 未払金   107 48 

３ 未払費用 ※３ 478 525 

４ 未払法人税等   1,328 945 

５ 前受金   98 83 

６ 預り金   20 17 

７ 賞与引当金   5 5 

８ その他   9 4 

流動負債合計   3,115 4.7 2,751 4.2

 



    
第104期 

（平成18年３月31日） 
第105期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債     

１ 長期預り保証金   453 441 

２ 繰延税金負債   6,215 5,176 

３ 役員退職引当金   1,240 1,256 

４ 退職給付引当金   1 3 

固定負債合計   7,911 12.1 6,877 10.6

負債合計   11,026 16.8 9,629 14.8

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※１ 8,443 12.9 － －

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   10,845 － 

２ その他資本剰余金     

(1）自己株式処分差益   51 － 

資本剰余金合計   10,896 16.6 － －

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金   1,533 － 

２ 任意積立金     

(1）配当積立金   1,000 －   

(2）特別償却準備金   0 －   

(3）圧縮記帳積立金   271 －   

(4）別途積立金   16,000 17,272 － － 

３ 当期未処分利益   8,138 － 

利益剰余金合計   26,943 41.0 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   10,099 15.4 － －

Ⅴ 自己株式 ※２ △1,762 △2.7 － －

資本合計   54,621 83.2 － －

負債・資本合計   65,648 100.0 － － 

      
 



    
第104期 

（平成18年３月31日） 
第105期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 8,443 13.0

２ 資本剰余金     

(1）資本準備金   － 10,845   

(2）その他資本剰余金   － 356   

資本剰余金合計   － － 11,201 17.3

３ 利益剰余金     

(1）利益準備金   － 1,533   

(2）その他利益剰余金     

配当積立金   － 1,000   

圧縮記帳積立金   － 258   

特別償却準備金   － 0   

別途積立金   － 16,000   

繰越利益剰余金   － 9,197   

利益剰余金合計   － － 27,989 43.1

４ 自己株式   － － △919 △1.4

株主資本合計   － － 46,715 72.0

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差額金   － － 8,544 13.2

２ 繰延ヘッジ損益   － － 0 0.0

評価・換算差額等合計   － － 8,544 13.2

純資産合計   － － 55,260 85.2

負債純資産合計   － － 64,889 100.0

      



②【損益計算書】 

    
第104期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     

１ 製品売上高   16,863 17,354   

２ 仕入製品売上高   3,356 3,161   

３ 賃貸料収入   714 20,935 100.0 723 21,239 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   

１ 期首仕入製品たな卸高   437 569   

２ 期首製品たな卸高   1,859 1,753   

３ 当期製品仕入高   2,731 2,422   

４ 当期製品製造原価 ※４ 11,394 12,199   

合計   16,423 16,944   

５ 他勘定振替高 ※２ 7 8   

６ 期末仕入製品たな卸高   569 603   

７ 期末製品たな卸高   1,753 1,812   

８ 製品売上原価   14,092 14,519   

９ 賃貸料収入原価   256 14,348 68.5 231 14,751 69.5

売上総利益   6,586 31.5 6,488 30.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４   

１ 発送配達費   461 533   

２ 広告宣伝費   11 8   

３ 貸倒損失   4 －   

４ 貸倒引当金繰入額   0 0   

５ 役員報酬   300 306   

６ 従業員給料   22 20   

７ 法定福利費   16 16   

８ 賞与手当   1 1   

９ 賞与引当金繰入額   1 1   

10 退職給付費用   0 0   

11 役員退職引当金繰入額   50 52   

12 賃借料   7 6   

13 減価償却費   10 8   

14 支払手数料   87 144   

15 通信費   19 20   

16 旅費交通費   21 24   

17 請負費用 ※１ 437 449   

18 その他   237 1,691 8.1 256 1,853 8.7

営業利益   4,895 23.4 4,635 21.8

 



    
第104期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   28 44   

２ 受取配当金   106 180   

３ 仕入割引   12 12   

４ 為替差益   87 17   

５ その他   50 284 1.3 43 298 1.4

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   0 0   

２ 売上割引   16 15   

３ 手形売却損   2 4   

４ 過年度仕入修正損   － 14   

５ その他    0 19 0.1 0 34 0.1

経常利益   5,160 24.6 4,898 23.1

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益   － － － 163 163 0.7

Ⅶ 特別損失     

１ 投資有価証券売却損   －     117   

２ 固定資産処分損  ※３  21 21 0.1 14 131 0.6

税引前当期純利益   5,138 24.5 4,929 23.2

法人税、住民税及び事業税   2,118 1,967   

法人税等調整額   △50 2,067 9.8 △37 1,930 9.1

当期純利益   3,070 14.7 2,999 14.1

前期繰越利益   5,794 － 

中間配当額   726 － 

当期未処分利益   8,138 － 

      



製造原価明細書 

 （注） 

   
第104期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  3,953 33.9 4,219 34.4

Ⅱ 労務費  52 0.5 53 0.4

Ⅲ 経費 ※１ 7,643 65.6 8,007 65.2

当期総製造費用  11,650 100.0 12,281 100.0 

期首仕掛品たな卸高  2,192 2,380 

合計  13,842 14,661 

期末仕掛品たな卸高  2,380 2,391 

他勘定振替高 ※２ 67 71 

当期製品製造原価  11,394 12,199 

第104期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 経費のうち主なものは、外注加工費1,345百万

円、減価償却費577百万円、請負費用3,451百

万円であります。 

※１ 経費のうち主なものは、外注加工費1,439百万

円、減価償却費718百万円、請負費用3,522百

万円であります。 

※２ 他勘定振替高67百万円の内訳は、建設仮勘定

67百万円、その他０百万円であります。 

※２ 他勘定振替高71百万円の内訳は、建設仮勘定

67百万円、その他３百万円であります。 

 ３ 原価計算の方法 

鋼球事業部門では組別工程別総合原価計

算、精機事業部門、送風機及び機械事業部

門では、個別原価計算を採用しておりま

す。 

 ３ 原価計算の方法 

同左 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注）１ 日付は株主総会承認年月日であります。 

   
第104期 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  8,138 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 圧縮記帳積立金取崩額  7 

２ 特別償却準備金取崩額  0 7 

合計  8,145 

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金  976 976 

Ⅳ 次期繰越利益  7,169 

   

２ 中間配当額 第104期 支払総額 726百万円（１株につき15円） 

    支払開始日 平成17年12月９日 



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

配当 
積立金 

圧縮記帳
積立金 

特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円）

8,443 10,845 51 1,533 1,000 271 0 16,000 8,138 △1,762 44,521

事業年度中の変動額           

  圧縮記帳積立金の取崩し(注)       △7 7   －

  圧縮記帳積立金の取崩し       △6 6   －

  特別償却準備金の取崩し(注)       △0 0   －

  特別償却準備金の取崩し        △0 0   －

  剰余金の配当(注)       △976   △976

  剰余金の配当        △977   △977

  当期純利益       2,999   2,999

  自己株式の取得          △42 △42

  自己株式の処分     304   886 1,190

  株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 

          

事業年度中の変動額合計 
（百万円）

－ － 304 － － △13 △0 － 1,058 843 2,193

平成19年３月31日 残高 
（百万円）

8,443 10,845 356 1,533 1,000 258 0 16,000 9,197 △919 46,715

  

評価・換算差額等 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

平成18年３月31日 残高 
（百万円）

10,099 － 

事業年度中の変動額    

  圧縮記帳積立金の取崩し(注)    

  圧縮記帳積立金の取崩し     

  特別償却準備金の取崩し(注)    

  特別償却準備金の取崩し     

  剰余金の配当(注)    

  剰余金の配当     

  当期純利益    

  自己株式の取得    

  自己株式の処分    

  株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額(純額) 

△1,554 0 

事業年度中の変動額合計 
（百万円）

△1,554 0 

平成19年３月31日 残高 
（百万円）

8,544 0 



重要な会計方針 

項目 
第104期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算出） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ……時価法 デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕入製品・製品・仕掛品 

…総平均法による原価法 

（鋼球事業部門） 

仕入製品・製品・仕掛品 

同左 

  …個別法による原価法 

（精機事業部門、送風機及

び機械事業部門） 

  

  

  原材料・貯蔵品…総平均法による原価法 原材料・貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産…定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法によっておりま

す。 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っており、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物    15年～50年 

機械装置  10年～14年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産…定額法 

耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によってお

ります。 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 

 



項目 
第104期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６ 引当金の計上基準     

(1）貸倒引当金 債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 

(2）賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見

込み額を計上しております。 

同左 

(3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末に

おける簡便法による退職給付債務の額に

基づき計上しております。 

同左 

(4）役員退職引当金 将来支出の見込まれる役員退職金の支給

に備えるため、会社内規に基づいて算定

される期末要支給額を引当計上しており

ます。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。な

お、為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務等については振当処理を行

っております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

外貨建債権・債務及び外貨建予定取

引 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ方針 

当社は、外貨建取引について将来の

為替リスクを回避するため、実需原

則に基づき為替予約取引を行ってお

り、投機目的や１年を超える長期予

約は行っておりません。 

ヘッジ方針 

同左 

  ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係

を確認することにより有効性を評価

しております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

第104期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は55,260百

万円であります。 

 なお、当事業会計年度における貸借対照表の純資産の

部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第104期 
（平成18年３月31日） 

第105期 
（平成19年３月31日） 

※１ 授権株式数は、普通株式148,013,500株であり、発

行済株式総数は、普通株式50,568,283株でありま

す。 

※１        ────── 

※２ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,738,840株であります。 

※２        ────── 

※３ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

※３ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

買掛金 144百万円

未払費用 353百万円

買掛金 162百万円

未払費用 389百万円

※４        ────── ※４ 期末日満期手形 

    期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。 

  受取手形 269百万円

 ５        ──────   ５  輸出手形割引高（信用状なし）    0百万円 

※６ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から圧縮累計額132百万円を直接控除しており

ます。 

※６          同左 

 ７ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は10,099百

万円であります。 

 ７        ────── 

※８ 平成13年８月８日、当社において盗難により紛失

した当社保有株式につきましては、㈱ＵＦＪホー

ルディングス株券2,374株（現 ㈱三菱ＵＦＪフィ

ナンシャル・グループ株券1,471.88株）を除いた

全ての株券の返還を受けております。この㈱ＵＦ

Ｊホールディングス株券2,374株につきましては、

高知地方裁判所の執行官により保管されており、

平成17年11月１日に高知地方裁判所に株券引渡訴

訟を提起しましたが、当社の都合により平成18年

４月15日に訴えの取り下げを行いました。平成21

年度の上場株券不発行の一斉移行時には当社の損

失発生の危険性は無くなるものと判断しておりま

す。 

※８ ㈱三菱ＵＦＪホールディングス株券1,471.88株

（合併前㈱ＵＦＪホールディングス株券2,374株 

貸借対照表計上額1,957百万円）は、高知地方裁判

所の執行官により保管されております。 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第105期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加20千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少870千株は、単元未満株式の売却による減少０千株及びストックオプシ

ョンの権利行使による減少870千株であります。 

第104期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社からの製品仕入高 2,346百万円

関係会社からの請負費用 

（製造原価） 
3,451百万円

関係会社からの請負費用 

（販売費及び一般管理費） 
437百万円

関係会社からの製品仕入高 2,005百万円

関係会社からの請負費用 

（製造原価） 
3,534百万円

関係会社からの請負費用 

（販売費及び一般管理費） 
449百万円

※２ 他勘定振替高７百万円の内訳は次のとおりであり

ます。 

※２ 他勘定振替高８百万円の内訳は次のとおりであり

ます。 

建設仮勘定 6百万円

その他 1百万円

建設仮勘定 3百万円

研究費  1百万円

その他 3百万円

※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械装置除却損 9百万円

建物除却損 7百万円

工具器具備品除却損 3百万円

その他 1百万円

機械装置除却損 8百万円

建物除却損 2百万円

工具器具備品除却損 2百万円

その他 0百万円

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は71百万円であります。 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は67百万円であります。 

  
前事業年度 

末株式数（千株） 
当事業年度 

増加株式数（千株）
当事業年度 

減少株式数（千株） 
当事業年度 

末株式数（千株） 

普通株式 1,738 20 870 889 

合計 1,738 20 870 889 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

第104期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
工具器具備品 

（百万円） 
  

合計 

（百万円） 

取得価額相当額   25   25 

減価償却累計額相当額   14   14 

期末残高相当額   11   11 

   
工具器具備品 

（百万円） 
  

合計 

（百万円） 

取得価額相当額   12   12 

減価償却累計額相当額  7   7 

期末残高相当額   4   4 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4百万円

１年超 6百万円

合計 11百万円

１年以内 2百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

（注） なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。 

（注）         同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

第104期 
（平成18年３月31日） 

第105期 
（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、あり

ません。 

同左 



（税効果会計関係） 

第104期 
（平成18年３月31日） 

第105期 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

① 流動資産  

未払費用 2百万円

未払事業税 97百万円

棚卸資産 22百万円

その他 0百万円

小計 122百万円

② 固定資産  

役員退職引当金 493百万円

その他 142百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △636百万円

小計 －百万円

繰延税金資産合計 122百万円

（繰延税金負債）  

① 流動負債 －百万円

② 固定負債  

その他有価証券評価差額金 △6,677百万円

圧縮記帳積立金 △175百万円

その他 △0百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 636百万円

小計 △6,215百万円

繰延税金負債合計 △6,215百万円

差引：繰延税金負債純額 △6,093百万円

（繰延税金資産）  

① 流動資産  

未払費用 2百万円

未払事業税 72百万円

棚卸資産 73百万円

その他 0百万円

小計 147百万円

② 固定資産  

役員退職引当金 500百万円

その他 143百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △643百万円

小計 －百万円

繰延税金資産合計 147百万円

（繰延税金負債）  

① 流動負債 －百万円

② 固定負債  

その他有価証券評価差額金 △5,649百万円

圧縮記帳積立金 △170百万円

その他 △0百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 643百万円

小計 △5,176百万円

繰延税金負債合計 △5,176百万円

差引：繰延税金負債純額 △5,028百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下

であるため財務諸表等規則第８条の12第３項に基

づき、注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率と差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

第104期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第105期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,118円63銭

１株当たり当期純利益 63円24銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 62円87銭

１株当たり純資産額 1,112円35銭

１株当たり当期純利益 61円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 60円90銭

  
第104期 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第105期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円） 3,070 2,999 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,070 2,999 

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,557 49,036 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 284 214 

（うち新株予約権（千株）） (243) (214) 

（うち旧商法第210条ノ２に基づく自己株

式取得方式によるストックオプション

（千株）） 

(40) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（潜在株式

の数514,500株）。これらの

詳細は、第４．提出会社の状

況、１．株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況及び(7）

ストックオプション制度の内

容に記載のとおりでありま

す。 

新株予約権１種類（潜在株式

の数510,000株）。これらの

詳細は、第４．提出会社の状

況、１．株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況及び(7）

ストックオプション制度の内

容に記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── １ 投資有価証券の売却 

平成19年４月１日から平成19年６月29日までに投資有

価証券55銘柄を18,583百万円にて売却しており、これ

により平成20年３月期において投資有価証券売却益

（特別利益）12,394百万円及び投資有価証券売却損

（特別損失）２百万円を計上する予定であります。 

  

 ２ 株式交換契約締結 

当社は、短期的な業績変動にとらわれず、激変する経

営環境に対し機敏に対応し、安定的かつ持続的に企業

価値を向上しうる企業体質を構築するために、当社の

経営方針を理解し中長期的に支援することを期待でき

る野村プリンシパル・ファイナンス㈱及びＴＮＮイン

ベストメント㈱を中核的安定株主として、経営陣及び

従業員が一体となって、事業運営に当たっていくこと

が望ましいと判断し、ＴＮＮインベストメント㈱を完

全親会社、当社を完全子会社とする本株式交換を行う

ことといたしました。 

   (1)株式交換の日程 

     平成19年３月30日 株式交換契約承認取締役会決

議（両社） 

    平成19年３月30日 株式交換契約締結（両社） 

    平成19年４月19日 臨時株主総会（当社）  

    平成19年５月23日 株式交換効力発生日 

   (2)株式交換比率 

   (3)実施した会計処理の概要 

     「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号 平成18年12月22日）に基づ

き、共通支配下の取引等として会計処理を行う予定

です。 

  

 ３ 新株予約権消却 

平成19年４月19日臨時株主総会において、当社が完全

子会社となる株式交換契約が承認可決されたことに伴

い、平成19年４月19日臨時取締役会において新株予約

権の消却を行いました。 

会社名 
㈱ツバキ・ナカシマ

（当社） 
（完全子会社） 

TNNインベストメント㈱ 
（完全親会社） 

交換比率 1 0.0000008838 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ４ 保証債務及び担保提供 

当社は、平成19年５月21日開催の臨時取締役会におい

て、連帯保証及び資産の担保提供を行うことを決議

し、平成19年５月23日に連帯保証契約及び担保設定契

約の締結を行いました。 

また、当社は平成19年６月22日開催の臨時取締役会に

おいて、資産の担保提供を行うことを決議し、平成19

年６月22日に担保設定契約の締結を行いました。 

これらは、平成19年２月27日付で親会社ＴＮＮインベ

ストメント㈱と野村キャピタル・インベストメント㈱

の間で交わされた800億円を極度額とする金銭消費貸

借契約に対応するものです。 

なお、保証債務及び担保提供の内容は以下のとおりで

す。  

  (1)保証債務 

     当社は、平成19年２月27日付で親会社ＴＮＮイン

ベストメント㈱と野村キャピタル・インベストメ

ント㈱の間で交わされた金銭消費貸借契約につい

て連帯保証を行っております。 

  (2)担保提供 

     ①平成19年５月23日担保設定契約に基づく担保提

供 

      イ 担保提供期間 

       平成19年５月23日から平成24年３月１日 

     ロ 担保提供資産 

       平成19年５月31日現在の各担保提供資産残

高は以下のとおりです。 

     ①平成19年６月22日担保設定契約に基づく担保提

供 

      イ 担保提供期間 

       平成19年６月22日から平成24年３月１日 

     ロ 担保提供資産 

       平成19年６月22日現在の各担保提供資産残

高は以下のとおりです。 

        関係会社貸付金       700百万円 

  

現金及び預金 14,267百万円

売掛金 4,744百万円

棚卸資産 5,391百万円

建物 1,274百万円

機械装置 2,739百万円

土地 1,013百万円

投資有価証券 26百万円

出資金 59百万円

関係会社株式 9,724百万円

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────   ５ 貸付金の実施 

    当社は、親会社であるＴＮＮインベストメント㈱と

の間で、平成19年５月24日に14,000百万円、平成19

年６月11日に1,000百万円の金銭消費貸借契約を締

結し、合計15,000百万円の貸付を実行いたしまし

た。 

  

 ６ 合併契約締結 

平成19年６月28日の取締役会決議に基づき、ＭＥＢ

Ｏの一環として、当社100％親会社であるＴＮＮイ

ンベストメント㈱との合併契約を同日付で締結いた

しました。 

   (1)合併の日程 

     平成19年６月26日 合併承認株主総会（ＴＮＮイ

              ンベストメント㈱） 

     平成19年６月28日 合併承認取締役会（当社） 

     平成19年６月28日 合併契約締結（両社） 

     平成19年８月１日 合併期日 

   (2)合併方式 

     ＴＮＮインベストメント㈱を吸収合併存続会社、

当社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式であ

ります。 

   (3)合併比率 

     ＴＮＮインベストメント㈱は、当社の全株式を保

有しているため、合併比率の取り決めはありませ

ん。 

   (4)合併交付金 

     合併交付金の支払いはありません。 

   (5)合併により発行する株式の種類及び数 

     当合併による新株式の発行はありません。 

   (6)引き継ぐ資産及び負債の額 

     平成19年３月31日現在の貸借対照表その他同日現

在の計算を基礎とし、これに合併期日までの増減

を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併

期日においてＴＮＮインベストメント㈱に引き継

ぎ、ＴＮＮインベストメント㈱はこれを承継す

る。 

   (7)実施した会計処理の概要 

     「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号 平成18年12月22日）に基づ

き、共通支配下の取引等として会計処理を行う予定

です。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  【株式】 

【その他】 

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

その他有価証券     

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 602,940 4,901 

ＮＴＮ㈱ 2,440,745 2,489 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,621.83 2,157 

オークマホールディングス㈱ 1,476,550 2,034 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 1,221.74 1,307 

㈱不二越 2,001,739.217 1,189 

㈱椿本チエイン 1,362,340 1,009 

㈱りそなホールディングス 2,496.224 791 

㈱ジェイテクト 361,285 746 

シマノ㈱ 107,186 391 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 305,218 354 

㈱パイロットグループコーポレーション 367.5 347 

㈱日伝 96,000 274 

川崎重工業㈱ 549,355 274 

㈱神戸製鋼所 547,960 260 

関西電力㈱ 72,114 244 

塩野義製薬㈱ 114,500 242 

旭硝子㈱ 136,299.208 226 

三菱重工業㈱ 209,258 159 

日本電信電話㈱ 238.76 148 

日本トムソン㈱ 130,680 142 

その他 39銘柄 1,381,841.96 1,034 

計 11,901,957.439 20,726 

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

その他有価証券     

和光証券投資信託委託     

225インデックスオープン 5,000（口） 23 

日興證券投資信託委託     

スーパーインデックス 2,000（口） 11 

計 － 34 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。 

      建物 

       精機事業部   冷暖房工事            48百万円 

      機械装置 

       鋼球事業部   鋼球外観油中検査装置      278百万円 

       精機事業部   ねじ軸加工用複合加工機      77百万円 

      建設仮勘定 

       鋼球事業部   鋼球外観油中検査装置      206百万円 

              精機事業部   ねじ軸加工用複合加工機      76百万円 

２ 当期減少額の主な内訳は次のとおりであります。 

 機械装置 

  鋼球事業部   鋼球外観油中検査装置      215百万円 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権に対する貸倒引当金の洗替えによる戻入額１百

万円であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価 
償却累計額 

又は 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残高
（百万円） 

有形固定資産               

建物 7,330 87 34 7,383 4,873 178 2,510 

構築物 545 10 3 553 450 9 103 

機械装置 19,788 965 655 20,099 17,286 599 2,812 

車両運搬具 129 2 5 126 110 7 16 

工具器具備品 1,546 12 68 1,490 1,372 26 117 

土地 2,714 － － 2,714 － － 2,714 

建設仮勘定 200 961 1,078 82 － － 82 

有形固定資産計 32,256 2,040 1,845 32,451 24,093 821 8,357 

無形固定資産               

電話加入権 4 － － 4 － － 4 

ソフトウェア 7 0 － 7 5 1 1 

無形固定資産計 11 0 － 11 5 1 6 

長期前払費用 4 21 7 18 － － 18 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 37 3 － 1 38 

賞与引当金 5 5 5 － 5 

役員退職引当金 1,240 52 37 － 1,256 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 1 

預金の種類   

当座預金 70 

普通預金 3,323 

定期預金  6,507 

外貨建預金 597 

別段預金  3 

その他 193 

小計 10,697 

合計 10,698 

相手先 金額（百万円） 

㈱日本精機商会 623 

㈱不二越 348 

新日本工機㈱ 132 

岡谷鋼機㈱ 115 

㈱千代田組 104 

その他 （八千代産業㈱他） 968 

合計 2,291 

期日別 金額（百万円） 

平成19年３月期日のもの 269 

  〃  ４月   〃 466 

   〃  ５月   〃 400 

  〃  ６月   〃 349 

  〃  ７月   〃 388 

  〃  ８月   〃 335 

  〃  ９月   〃 80 

合計 2,291 



ハ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１ 算出方法 

２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ニ たな卸資産 

相手先 金額（百万円） 

㈱ジェイテクト 1,125 

三菱重工業㈱ 557 

ダイベア㈱ 411 

椿本興業㈱ 404 

ＮＴＮ㈱ 336 

その他 （ＨＰＰ他） 3,362 

合計 6,198 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

5,504 21,438 20,744 6,198 77.00 99.62 

回収率 ＝ 
当期回収高 

 × 100 
前期繰越高＋当期発生高 

滞留日数 ＝ 
（前期繰越高＋次期繰越高）× 1/2

当期発生高×1/365 

区分 
鋼球 

（百万円） 
精機部品 
（百万円） 

送風機及び機械 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

仕入製品 603 0 0 603 

製品 1,653 158 0 1,812 

原材料 155 300 34 490 

仕掛品 804 1,363 223 2,391 

貯蔵品 31 68 9 110 

合計 3,247 1,891 268 5,407 



② 固定資産 

イ 関係会社株式 

③ 流動負債 

イ 買掛金 

      ④ 固定負債 

       イ 繰延税金負債  

繰延税金負債は、5,176百万円であり、その内容については「２ 財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

銘柄 金額（百万円） 

椿鋼球㈱ 162 

椿興産㈱ 0 

TBK HOLDINGS,INC. 9,511 

㈱管理事業 10 

㈱鋼球事業 10 

㈱ボールネジ 10 

㈱ボールウェイ 10 

㈱送風機事業 10 

(有)フーバー・パーソナル 12 

(有)フーバー・テクノサービス 9 

(有)フーバー・サービス  9 

㈱西川精工 3 

合計 9,757 

相手先 金額（百万円） 

椿鋼球㈱ 115 

日鐵商事㈱ 105 

㈱不二越 72 

ウメトク㈱ 64 

カネヒラ鉄鋼㈱ 59 

その他（㈱タンガロイ他） 704 

合計 1,122 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１ 平成18年６月29日開催の取締役会において、株式取扱規程の変更を決議し、株券喪失の登録請求に関する手

数料を下記のとおり変更致しました。 

株券喪失請求の申請１件につき 10,000円 

 （注）２ 平成18年６月29日開催の取締役会において、株式取扱規程の変更を決議し、単元未満株式の買取り・買増し

に関する手数料を下記のとおり変更致しました。 

買取・買増手数料 無料 

 （注）３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおり

となりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、産経新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http：//www008．upp.so－net.ne.jp/tsubaki/ 

  （注）４ 「三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部」の住所は、平成19年５月７日に変更されております。 

  旧住所 大阪市中央区伏見町３丁目６番３ 

   新住所 大阪市北区堂島浜１丁目１番５号 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株乃至499株券 500株券 1,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日  

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき 8,600円（注）１ 

株券登録料 １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額。（注）２ 

公告掲載方法 産経新聞への掲載（注）３ 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等は、野村ホールディングス株式会社、野村プリンシパル・ファイナンス株式会社、及び、ＴＮＮイ

ンベストメント株式会社の３社であります。このうち、野村ホールディングス株式会社は継続開示会社であり東京証

券取引所・大阪証券取引所・名古屋証券取引所に上場しており、また、野村プリンシパル・ファイナンス株式会社は

非継続開示会社であり親会社等状況報告書を提出しております。非継続開示会社であり親会社等状況報告書を未提出

であるＴＮＮインベストメント株式会社の詳細につきましては以下のとおりであります。 

  （１）親会社等の名称 

     ＴＮＮインベストメント株式会社 

  

  （２）ＴＮＮインベストメント株式会社 

     ①株式の所有者別状況 

     ②大株主の状況 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他 

の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － 1 2 － 

所有株式数（単元） － － － 14 － － 1 15 － 

所有株式数の割合（％） － － － 93.33 － － 6.67 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

野村プリンシパル・ファイナンス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 14 93.33 

計 － 14 93.33 



     ③役員の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

取締役  － 丸山 明 昭和32年３月21日生 

昭和54年４月 野村證券株式会社（現野村ホー

ルディングス株式会社）入社  

平成13年10月 野村證券株式会社野村証券グル

ープ本部財務部長兼主計部長 

平成15年４月 同社取締役 

平成15年６月  同社執行役野村ホールディング

ス株式会社執行役 

同社財務統括責任者(CFO)、グロ

ーバル・トレジャリー兼グロー

バル・コントローラー担当（税

務室担当）  

平成16年４月  同社財務統括責任者(CFO)、グロ

ーバル・リスクマネジメント兼

グローバル・トレジャリー、グ

ローバル・コントローラー、グ

ローバルＩＲ担当（税務室担

当）  

平成17年４月  同社グローバル・マーチャン

ト・バンキング部門担当 

野村プリンシパル・ファイナン

ス株式会社取締役兼執行役社長

（現任）  

平成18年４月  野村グループ グローバル・マ

ーチャント・バンキング部門CEO

(現任) 

平成19年１月 当社代表取締役（現任） 

＜主要な兼職＞ 

野村ファイナンシャル・パート

ナーズ株式会社取締役社長 

 (注)１ － 

取締役 － 津田 昌宏 昭和31年４月２日生 

昭和55年４月  野村證券株式会社（現野村ホー

ルディングス株式会社）入社  

平成14年４月  野村プリンシパル・ファイナン

ス株式会社取締役投資本部長 

平成15年４月  同社執行役投資本部長（現任） 

平成19年３月  当社取締役（現任） 

平成19年６月  株式会社ツバキ・ナカシマ取締

役（現任） 

 (注)１ － 

取締役 － 福井 祥二 昭和33年２月10日生 

昭和57年４月  野村證券株式会社（現野村ホー

ルディングス株式会社）入社  

平成13年９月  野村プリンシパル・ファイナン

ス株式会社取締役 

平成15年６月  同社執行役投資業務部長（現

任） 

平成19年３月  当社取締役（現任）  

 (注)１ － 

 



 （注）１．平成20年定時株主総会の終結のときまで 

    ２．平成22年定時株主総会の終結のときまで 

    ３．平成23年定時株主総会の終結のときまで 

     ④貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告書及び附属明細書 

      当該会社に係る賃借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告書及び附属明細書の記載に代

え、当該書類を当報告書に添付しております。また、監査役の監査報告書も添付しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

監査役 － 松村 英幸 昭和32年８月16日生 

昭和56年４月 野村證券㈱（現野村ホールディ

ングス株式会社）入社  

平成15年４月  野村プリンシパル・ファイナン

ス株式会社 

平成19年３月  当社監査役（現任） 

平成19年６月 株式会社ツバキ・ナカシマ監査

役（現任） 

 (注)２ － 

監査役 － 川西 宏一 昭和27年２月７日生 

昭和49年４月 野村證券株式会社（現野村ホー

ルディングス株式会社）入社 

平成16年12月 野村プリンシパル・ファイナン

ス株式会社  

平成19年６月 当社監査役（現任）  

 (注)３ － 

監査役 － 東 伸之 昭和39年３月31日生 

昭和62年４月 株式会社野村総合研究所入社 

平成10年４月 野村證券株式会社入社 

平成12年７月 野村プリンシパル・ファイナン

ス株式会社 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

 (注)３ － 

        計 － 



２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

１ 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第104期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

  訂正報告書        
平成18年７月18日  

関東財務局長に提出。  

            

２ 半期報告書 （第105期中） 
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年12月22日 

関東財務局長に提出。 

            

３ 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告

書 

  
平成18年６月26日 

関東財務局長に提出。 

  臨時報告書  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号及び第４号の規定に基づく臨時報告書 
  

平成19年２月22日  

関東財務局長に提出。  

  臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項６の２号の規定に基づく臨時報告書  
  

平成19年３月30日 

関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

 

    平成18年６月30日  

株式会社ツバキ・ナカシマ      

  取締役社長 近藤 高規 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米林 彰   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小寺 庸   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツバキ・ナカシマの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ツバキ・ナカシマ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

 

    平成19年６月29日  

株式会社ツバキ・ナカシマ      

  取締役社長 近藤 高規 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米林 彰   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小寺 庸   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツバキ・ナカシマの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ツバキ・ナカシマ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日から平成19年６月29日までに投資有価証券を売

却している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はＴＮＮインベストメント株式会社の金銭消費貸借契約に対応して

連帯保証契約及び担保設定契約を締結している。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はＴＮＮインベストメント株式会社に対して貸付を実行している。

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年６月28日開催の取締役会において、平成19年８月１日を

合併期日として、会社とＴＮＮインベストメント株式会社が、ＴＮＮインベストメント株式会社を存続会社として

合併することを決議し、同日付で合併契約を締結した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

 

    平成18年６月30日  

株式会社ツバキ・ナカシマ      

  取締役社長 近藤 高規 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米林 彰   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小寺 庸   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツバキ・ナカシマの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第104期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ツバキ・ナカシマの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

 

    平成19年６月29日  

株式会社ツバキ・ナカシマ      

  取締役社長 近藤 高規 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米林 彰   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小寺 庸   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツバキ・ナカシマの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第105期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ツバキ・ナカシマの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日から平成19年６月29日までに投資有価証券を売

却している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はＴＮＮインベストメント株式会社の金銭消費貸借契約に対応して

連帯保証契約及び担保設定契約を締結している。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はＴＮＮインベストメント株式会社に対して貸付を実行している。

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年６月28日開催の取締役会において、平成19年８月１日を

合併期日として、会社とＴＮＮインベストメント株式会社が、ＴＮＮインベストメント株式会社を存続会社として

合併することを決議し、同日付で合併契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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